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Ⅰ．はじめに 
１．趣旨 

 木津川市では、まちづくりの基本的な施策の方針をまとめた第１次木津川市

総合計画後期基本計画を平成２６年３月に策定し、基本理念である「水・緑・

歴史が薫る文化創造都市」の実現に向けて、７つの基本方針を示しています。 

 教育委員会が所管する事務事業については、基本方針の第１番目に「個性を

活かした魅力ある地域文化の創造」として、歴史・文化の保全活用と歴史・文

化・伝統を背景とした地域文化創造活動の促進を掲げ、市民共有の財産である

文化財や豊かな景観を保全・育成・活用し、未来に継承することを施策の主要

目標としています。 

 基本方針の第４番目には「豊かな心を育む教育・文化の創造」として、子ど

もを安心して産み健やかに育てられる環境づくり、一人ひとりの子どもの可能

性を伸ばす教育の充実と地域連携、及び生涯にわたる学習機会の充実、の３項

目を掲げており、学研都市を中心に児童生徒が急増する一方で少子化が進む地

域を抱えるなか、教育施設環境が各学校間で格差のないよう、教育環境を確保

しつつ木津川市の特長を教育に活かすことを目指すとともに、市民の豊かな個

性を伸ばし、学びや生きがいが実感できる生涯学習の充実や生涯スポーツの充

実を図ることを主要目標としています。 

 学校教育においては、「木津川市教育振興基本計画」を平成２６年３月に策定

し、「生きる力をはぐくみ、新しい時代を拓く“きづがわっ子”を目指して」を基

本理念とし、「子どもの力を伸ばし、未来に向かって生きる力をはぐくむ」、「一

人一人が輝き、社会の一員としての基盤をはぐくむ」、「木津川市の力を結集し、

みんなで守りはぐくむ」ことを目標としています。 

 社会教育においては、「木津川市生涯学習推進計画」を平成２６年３月に策定

し、基本的人権の尊重を基盤とし、心豊かでうるおいのある社会の実現のため、

社会の様々な教育機能を有機的に関連付け、人生の各時期に応じた多様な学習

機会の提供や自発的な学習活動の支援など、市民が生涯にわたって学び続ける

ことのできる学習環境の総合的な整備・充実を促進し、地域の特性を生かした

生涯学習の振興に努めています。さらに、同和問題など様々な人権問題につい

ての学習活動の推進を図り、住民が相互にかかわる中で、あらゆる差別を許さ

ない社会の実現を目指しています。そのために、学校や他の行政機関・関係団

体及び地域住民との連携を密にし、相互の連携を強めながら、ＮＰＯなど民間

における取組も視野に入れた教育活動の企画・推進を図っています。 

 

 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の規定により、教育委員会は

毎年、その権限に属する事務の管理及び執行の状況について点検・評価を行い

その結果に関する報告書を作成して議会に提出するとともに公表することと定
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められています。 

 

木津川市教育委員会では、市の総合計画に掲げられた、まちづくりの基本方

針の実現を図るとともに、効率的な教育行政の推進に資するため、教育委員会

が所管する事務事業を点検し評価を行いました。 

 

２．点検評価の対象及び方法 

 点検評価は、教育委員会が平成２６年度に実施した事務事業のうち、主要な

事業を対象とし、自己点検し評価を行いました。 

 なお、本報告書の作成にあたっては、有識者として江並一嘉氏と原俊一氏か

ら助言をいただきました。 

 

 

------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律 <抜粋> 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第２６条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第１項の規定により教育長に委任された事

務その他教育長の権限に属する事務（同条第４項の規定により事務局職員等に委任された事務を含

む。）を含む。）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作

成し、これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験を有する者の知見の

活用を図るものとする。 

---------------------------------------------------------------------------------------------------------- 
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Ⅱ．教育委員会の活動状況 （平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日） 

 

１．教育委員について 

 市教育委員会は、人格が高潔で、教育、学術及び文化に関し見識を有する者 

から市長が市議会の同意を得て任命した５人の委員で構成されています。 

 

平成２６年度 木津川市教育委員会委員 

役  職  名 氏   名 備       考 

委 員 長 杉本  清重  

委 員 長 職 務 代 理 有賀 やよい  

委 員 高橋  史代  

委 員 小松  信夫  

委 員 （ 教 育 長 ） 森永  重治  

 

２．教育委員会の開催状況 

平成２６年度教育委員会会議開催状況一覧 

No. 件  名 開  催  日 

１ 第 ４回定例会 平成２６年 ４月３０日 

２ 第 ５回定例会 平成２６年 ５月２１日 

３ 第 ６回定例会 平成２６年 ７月 ２日 

４ 第 ７回定例会 平成２６年 ７月３０日 

５ 第 ８回定例会 平成２６年 ８月２６日 

６ 第 ９回定例会 平成２６年 ９月２５日 

７ 第 ２回臨時会 平成２６年１０月 ７日 

８ 第１０回定例会 平成２６年１０月２４日 

９ 第１１回定例会 平成２６年１１月２７日 

１０ 第 ３回臨時会 平成２６年１２月１９日 

１１ 第１２回定例会 平成２６年１２月２４日 

１２ 第 １回定例会 平成２７年 １月２６日 

１３ 第 ２回定例会 平成２７年 ２月１９日 

１４ 第 １回臨時会 平成２７年 ２月２５日 

１５ 第３回定例会 平成２７年 ３月２３日 
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【第４回定例会 平成２６年４月３０日】 

○議 事 

議案第１７号 木津川市立の小学校及び中学校に勤務する府費負担教職員の服

務に関する規程の一部改正について 

○その他 

（１）教育委員会制度の一部法改正について 

（２）学校給食の牛乳に異物混入に関する経過 

（３）副読本について 

 

【第５回定例会 平成２６年５月２１日】 

○議 事 

議案第１８号 木津川市教育委員会委員長の選挙について 

議案第１９号 木津川市教育委員会委員長職務代理者の指定について 

議案第２０号 木津川市立学校評議員の委嘱について 

議案第２１号 木津川市立幼稚園評議員の委嘱について 

議案第２２号 木津川市立幼稚園使用料減免規則の一部改正について 

議案第２３号 木津川市内私立幼稚園就園奨励費補助金交付要綱の一部改正に 

ついて 

議案第２４号 平成２６年度木津川市一般会計補正予算第１号について 

  

【第６回定例会 平成２６年７月２日】 

○議 事 

議案第２５号 木津川市立学校給食センター運営委員会委員の委嘱について 

○その他 

（１）平成２６年第２回木津川市議会定例会一般質問について 

 

【第７回定例会 平成２６年７月３０日】 

○議 事 

報告第１号 木津川市育英資金の交付状況について  

その他 

（１）学校給食センター運営委員会報告について 

 

【第８回定例会 平成２６年８月２６日】 

○議 事 

議案第２６号 平成２６年度木津川市一般会計補正予算第２号について 

議案第２７号 平成２７年度以降使用小学校教科用図書の採択について 

議案第２８号 木津中学校屋外施設等整備工事請負契約の締結について 
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○その他 

（１）平成２６年度幼稚園・小学校運動会、中学校体育大会教育委員等出席者名簿

（案）について 

（２）全国学力テストの結果などについて 

 

【第９回定例会 平成２６年９月２５日】 

○その他 

（１）いじめ調査概要の報告について 

（２）南加茂台小学校プールサイド改修要望書について 

 

【第２回臨時会 平成２６年１０月７日】 

○議 事 

議案第２９号 教職員の人事について 

 

【第１０回定例会 平成２６年１０月２４日】 

○議 事 

議案第３０号 木津川市立学校給食センター運営委員会委員の委嘱について 

○その他 

（１）平成２６年第３回木津川市議会定例会一般質問及び答弁について 

 

【第１１回定例会 平成２６年１１月２７日】 

○議 事 

議案第３１号 平成２６年度木津川市一般会計補正予算第３号について 

○その他 

（１）平成２７年度教科用図書採択地区の構成にかかる意向について 

 

【第３回臨時会 平成２６年１２月１９日】 

○議 事 

 議案第３２号 教職員の人事について 

 

【第１２回定例会 平成２６年１２月２４日】 

○議 案 

議案第３３号 木津川市立の小学校及び中学校に勤務する府費負担教職員の服務

に関する規程の一部改正について 

○その他 

（１）平成２６年第４回木津川市議会定例会一般質問及び答弁について 

(２) 平成２７年度教科用図書採択地区の構成にかかる意向について 
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【第１回定例会 平成２７年１月２６日】 

○議 案 

議案第１号 木津川市立小学校及び中学校設置条例の一部改正について 

議案第２号 木津川市立幼稚園条例の一部改正について 

議案第３号 木津川市立の小学校及び中学校に勤務する府費負担教職員の服務

に関する規程の一部改正について 

議案第４号 木津川市教育委員会の所管する事務の管理及び執行の状況の点          

検・評価に関する報告書（平成２５年度実施事業）について 

○その他 

（１）いじめ調査概要の報告について 

（２）地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴う条例整備につ

いて 

（３）平成２６年度幼稚園：卒園式、小・中学校：卒業式 教育委員等出席者（案）に

ついて 

 

【第２回定例会 平成２７年２月１９日】 

○議 事 

議案第５号 木津川市立学校教職員安全衛生管理規程の制定について 

議案第６号 市長の権限に属する事務の補助執行について 

議案第７号 棚倉小学校校舎改築工事請負契約の締結について 

議案第８号 平成２６年度木津川市一般会計補正予算第６号について 

議案第９号 平成２７年度木津川市一般会計予算について 

○その他 

（１）不適切な事務処理に対する職員の処分について 

（２）平成２６年度幼稚園：卒園式、小・中学校：卒業式 教育委員等出席者につい 

て  

（３）平成２７年度幼稚園：入園式、小・中学校：入学式 教育委員等出席者（案）に

ついて  

 

【第１回臨時会 平成２７年２月２５日】 

○議 事  

議案第１０号 平成２７年度木津川市立小・中学校管理職人事について 

 

【第３回定例会 平成２７年３月２３日】 

○議 事 

議案第１１号 木津川市社会教育委員の委嘱について 
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議案第１２号 木津川市スポーツ推進委員の委嘱について 

議案第１３号 木津川市文化財保護審議会審議員の委嘱について 

議案第１４号 木津川市教育委員会規則の一部改正について 

議案第１５号 木津川市教育委員会公告式規則の一部改正について 

議案第１６号 木津川市教育委員会会議規則の一部改正について 

議案第１７号 木津川市教育委員会傍聴規則の一部改正について 

議案第１８号 教育長の権限に属する事務の一部を小学校及び中学校の校長に委

任する規程の一部改正について 

議案第１９号 木津川市教育委員会公印規則の一部改正について 

議案第２０号 木津川市教育委員会学校教育指導主事の設置に関する規則の一部

改正について 

議案第２１号 木津川市教育委員会教育長の職務に専念する義務の特例に関する

条例施行規則の制定について 

議案第２２号 教育長職務代理者の権限に関する規程の制定について 

議案第２３号 児童及び生徒の入学すべき学校区を指定する規則の一部改正につ

いて 

議案第２４号 木津川市就学援助費支給要綱の制定について 

議案第２５号 木津川市特別支援教育就学奨励費支給要綱の制定について 

議案第２６号 木津川市立学校文書等取扱い、保管及び保存等に関する規程の制

定について 

議案第２７号 木津川市立幼稚園条例施行規則の制定について 

議案第２８号 木津川市立幼稚園規則の全部改正について 

議案第２９号 木津川市特定教育・保育施設に係る教育標準時間認定における利

用者負担額に関する規則の制定について 

議案第３０号 木津小学校鹿背山分校用地及び建物の用途変更について 

議案第３１号 山城教科用図書採択地区協議会規約の決定について  

○その他 

（１）平成２７年度幼稚園：入園式、小・中学校：入学式 教育委員等出席者につい

て 

（２）木津川市のこどもたちのために、ゆきとどいた教育条件と子育て環境を求める要

望書について 

（３）平成２７年度 学校教育の重点について 

（４）平成２７年度 社会教育の重点について 

（５）木津川市立教員による窃盗事象について
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３．教育委員会の活動状況 

 平成２６年度 研修等参加状況 

開催日 件  名 開催場所 

平成 26 年 

５月 ９日 

山城地方教育委員会連絡協議会定期総会 

及び委員長部会・教育長部会合同研修会 

久御山町役場コンベ

ンションホール 

５月１９日 
京都府内市町村教育委員会連合会 

定期総会・委員研修会 

京都府総合教育セン

ター 

７月 ２日 
相楽地方教育委員会連絡協議会 

教育委員合同研修会 
木津川市中央図書館 

１０月２０日 京都府内市町（組合）教育委員研修会 京都テルサ 

１０月２０日 近畿市町村教育委員研修大会 京都テルサ 

平成２７年 

２月 ５日 

相楽地方教育委員会連絡協議会 

委員長・教育長合同会議 
木津川市中央図書館 

２月１６日 
山城地方教育委員会連絡協議会 

教育委員研修会 

京田辺市社会福祉セ

ンター 
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Ⅲ．教育委員会の所管する事務事業の管理・執行の状況 

 （事務事業評価調査票） 
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件

実施結果
教育委員の研修への参加回数７回〔市独自研修（近畿市町村教育委員研修大会を市
独自研修と位置付け参加）、他６回〕

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

1945

基本方針 4 豊かな心を育む教育・文化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

学校教育課

21 子どもの可能性を伸ばす教育の推進

施策目標

26

係
項

平 成
教育委員会運営事業費

1
款 9

教育部 課
1

①

教育総務係
教育費 教育総務費

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携(2)

学校教育の充実

目 1 教育委員会費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

教育委員と事務局職員が共通の認識を持ち、円滑な教育行政
の推進を図る。

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

-13% 7

補助・委託先

市独自上乗せ

延べ教育委員
研修参加回数

回 8 8 -    7

決算額の主な
内 訳

定例会１２回及び臨時会３回の教育委員会会議を開催し、教育委員会関連例規の改
正、各種委員の委嘱等について審議を行った。主な支出は、教育委員報酬（1,000,000
円）である。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

1,129 1,129

-    

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。教育委員と事務局職員が共通の認識を持ち、円滑な教育行
政の推進を図る。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

10



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件

実施結果 教育要覧170部を発行した。

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

1965

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文化
の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

学校教育課

21
子どもの可能性を伸ばす教
育の推進

施策目標

26

係
項

平 成
事務局庶務事業費

1
款 9

教育部 課
1

①

教育総務係
教育費 教育総務費

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携2

学校教育の充実

目 2 事務局費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

教育行政の推進

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

0 170

補助・委託先

市独自上乗せ

教育要覧発行
部数

部 170 170 0 170

決算額の主な
内 訳

教育委員会事務局の庶務的経費や教育費全般に係る経費である。
協議会等負担金として332,000円などを支出した。
また、訴訟が終結したことにより顧問弁護士に対して、謝金を支出した。
このほか、平成２６年４月開校の城山台小学校開校式の経費として42,054円、平成２５年度末をもって閉
校した木津小学校鹿背山分校おわかれ式の経費105,220円、閉校後の分校施設維持経費として277,176
円を支出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

2,126 2,126

0

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。平成27年４月より改正施行された地方教育行政の組織及び
運営に関する法律に基づき、教育委員会組織運営及び新たに市長部局が開
催する総合教育会議の調整を行う。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

11



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 小・中学生及び保護者、教職員

実施結果
50回開催（保護者157人、児童生徒97人、教職員76人　　計330人の相談者があり97件
の電話相談があった

目

的

事

業

の

概

要

事業区分

1969

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文化
の創造

総合計画

事業形態

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

学校教育課

21
子どもの可能性を伸ばす教
育の推進

予算コード

課

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項
会 計

平 成
カウンセリングルーム設置事業費

1

①

学校教育係
教育費 教育総務費

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

主な取組

施策目標

2

目 的 人
対象者
概 数

8,000
学習や心身に課題を持つ児童・生徒や家庭教育に悩みをもつ保護者及び教職員に対す
る相談活動を通じて、専門的な立場から指導又は援助を行うことにより、心身ともに健全
な児童・生徒を育成する

1

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

学校教育の充実

2

事務局費

事 業

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

+4% 49

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

開催日数 日 47 48 +2% 50

決算額の主な
内 訳

市立中央図書館において、週１回、臨床心理士が相談にあたっている。これにかかる
カウンセラー報償費（1,064,000円）、電話代（32,791円）等が主な支出である。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

1,102 1,102

-2% 

相談件数 件 257 273 +6% 427 +56% 430 +1% 

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由
カウンセリングの必要なすべての児童・生徒・保護者が相談を受けれるよう事
業を拡充する。府費による臨床心理士が配置されていない８小学校に市費に
より臨床心理士を配置する。

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

12



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由 事業を継続する。相談員を設置し、生徒の心身の健全な育成に努める。

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

【城陽市】３名配置（市内中学校５校のうち３校に配置）。【京田辺市】配置なし。

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

+117% 1599 -    

1,641

-    

相談件数 件 744 738 -1% 1599

Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

1,641

決算額の主な
内 訳

木津中学校、木津南中学校及び泉川中学校に心の教育相談員を１名ずつ、計３名配
置した。これらにかかる相談員報償費（1,619,350円）、電話代（17,646円）等が主な支
出である。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

開催日数 日 142 224 +58% 224 -    224

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

部

学校教育の充実

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

事 業

目 的 人
対象者
概 数

2,200
木津中学校、木津南中学校及び泉川中学校に心の教育相談員を配置
し、小・中学校の児童生徒や教職員のさまざまな相談に応じる

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策 ①

学校教育係
教育費 教育総務費

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携2

事務局費

施策目標

2

26

係
項

予算コード

課
1

会 計

平 成
心の教育相談員設置事業費

1
款 9

教育部

年 度

目

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

学校教育課

21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

1973

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 当市内の小・中学校の児童，生徒

実施結果
相談件数1,599件・心の教育相談員数　　3名
生徒の心身の健全な育成に努めた。

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

13



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 事業を全ての市立小中学校に拡充していく。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

旧木津町では、公立図書館のデータ化に併せ、木津小学校、木津中学校を除く旧木津地域の
小中学校でシステム導入されていた。26年度に木津小学校及び木津中学校に導入し、27年度
以降加茂、山城地域の小中学校に順次導入予定。
精華町、京田辺市、宇治市、城陽市等一定規模以上の市町では、ほぼデータ化されている。

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 11校で実施

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

+7% 75,000 +69% 利用者数（のべ人数）人 41,400 41,400 -    44,500

前年比

実施学校数 校 8 8 -    11 +38% 18 +64% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

3,096 3,096

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

学校図書館システム導入済みの８校の更新に併せ、新たに城山台小学校、木津小学
校、木津中学校に導入し、図書館業務システム賃借料（3,057,102円）などの経費を支
出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 小・中学生
対象者
概 数

7,500 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 木津川市内全域の学校図書館の充実と情報化を進める

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 事務局費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 学校図書館情報化・活性化推進事業費

予算科目
予算コード 1977

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

14



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 育英資金交付事業費

予算科目
予算コード 1989 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 経済的な面で就学しやすい環境をつくる

事 業

要 件 市内に在住する生活保護法の適用を受ける世帯またはこれに準ずる世帯の高等学校生等

対象者
概 数

160 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 高校生の保護者

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

育英資金交付基金を財源として、高等学校または高等専門学校の入学及び在学生に
対し、修学のための援助を行った。１人当たり30,000円の育英資金を129名に交付し
た。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

3,870 3,870

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比
育英資金申請件
数

件 100 112 +12% 134 +20% 163 +22% 

交付決定率（交付
者数/申請者数） ％ 97 99 +2% 96 -3% 96 -    

実施結果
交付件数が112件（H25）から、129件（H26）に増加した。
育英資金交付額3,870千円

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。寄付への協力依頼を行う。基金残高減少に伴い、今後の交
付方法や新たな制度の策定について検討する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

3町がそれぞれ持っていた育英資金運営基金を合併時に合算し、木津川市育英資金運営基金
とし、ここから交付している。
奨学金の制度はある。本事業のように低所得であることのみでもって実施される事業は京都府
南部では見られない。【城陽市】50,000円（1回限り・所得及び成績要件あり）。【京田辺市】実施
なし。

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。昨年度に指導員を１日４人から５人へ増員した指導体制を継
続する

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

山城教育局管内ではすべての市で実施

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果

スクールカウンセラー、心の教室相談員、心の居場所サポーター、当市の相談員や教育相談担当教員と
適応指導教室指導員との情報交流が進み、対象となる児童・生徒の抱える問題点の原因究明と問題解
決の方法を探るための協力体制が充実し、しいては問題を抱える児童に対する適切な対処ができた。年
間の通室生：のべ1,175人

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

+22% 1,100 -6% 延べ利用件数 件 1,050 966 -8% 1,175

前年比

開催日数 日 175 175 -    175 -    175 -    

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の 他
（歳入）

一般財源

9,805 640 9,165

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

主な支出の内容は、臨時職員雇用経費（8,280,050円）や、カウンセラー等謝礼（752,000円）、教
育用消耗品費（212,328円）、相談活動等にかかる出張旅費（70,120円）、電話代（124,331円）、
備品（業務用パソコン２台）購入費（152,496円）等である。 

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 不登校児童・生徒
対象者
概 数

50 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
相談活動や学習援助のほか、集団生活への社会的適応に向け
て自立を促し、学校生活への復帰を多面的に支援を図ること

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 事務局費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

予算コード 2001 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 適応指導教室事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 就学時健康診断事業費

予算科目
予算コード 2005 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
小学校入学予定者の健康状態を把握し、保健上必要な助言等
を行うため

事 業

要 件 年長児
対象者
概 数

949 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

平成27年度小学校入学予定児童949人を対象に、内科、歯科、聴力及び視力の健診
を行った。また、学校医、学校歯科医に対する健診委託料が主な支出内容である。
（2,038,400円）

活 動 実 績 単 位

その他
（歳入）

一般財源

2,202 2,202

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比
年長児及び転入
予定児数（10月1
日現在）

人 927 909 -2% 949 +4% 818 -14% 

就学時健診受
診者数

人 893 881 -1% 949 +8% 805 -15% 

実施結果 小学校13校で実施した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。平成27年度においては、前年度の実績を生かし、より事業
がスムーズに進むことに努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

（小学校数）【宇治市】２２校。【城陽市】１０校。【八幡市】９校。【京田辺市】９校。【木津
川市】１３校。他市も当市と同様、法で定められた健診内容で健診を実施しており、学
校医・歯科医に健診依頼をし、報酬を支出している。

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 安全対策事業費

予算科目
予算コード 2017 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 22
学校・家庭・地域の連携による
健やかな子どもの成長の推進 主な取組 ②

子どもの安心・安全を確保する
ための防犯体制の強化

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 登下校時及び在校時の安全確保

事 業

要 件 小・中学生
対象者
概 数

7,500 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 遠距離通学児童の保護者

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

防犯カメラ、赤外線センサー等の防犯機器リース料（6,723,852円）の支出や小学校新入学児童に配布する防犯ブザー
の購入（362,880円）、自転車通学者のためのヘルメット購入補助（531,810円）、通学路への学童交通誘導員の配置
(811,800円）や通学路への安全看板の設置等(621,367円)を行った。また、遠距離通学児童への通学費補助金として
117,461円を支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

9,290 9,290

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

機械警備配置校・
園数

校・園 0 12 皆増 16 +33% 16 -    

小中学生を狙った
犯罪の発生件数
（不審者情報）

件 5 5 -    14 +180% 10 -29% 

実施結果

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。安全の確保はすべて行政がするというのではなく、「地域の
子どもは地域で守る」という意識を啓発し、少しずつ住民自身にゆだねていく。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

H２５年度：安全対策として、防犯カメラ・赤外線センサー・インターホン（３点セット）を設
置し、Ｈ２５年度から有人警備を廃止。
Ｈ２６年度からは新設の城山台小学校及び市立３幼稚園へも設置した。
学校警備員の配置については、山城教育局管内（京都市以南）は事例なし。宇治市
が、有償安全ボランティアを配置している。

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 語学指導助手招致事業費

予算科目
予算コード 2021 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
中学校の英語教育において生きた英語に触れることによって英語力を高める
ため、JETプログラムを活用し語学指導助手を配置し、英語教育の充実を図る

事 業

要 件 外国語指導助手
対象者
概 数

3 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

ALT３名の傷害保険料（80,330円）、自治体国際化協会等への負担金（614,180円）など
が支出の主なものである。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

1,167 1,167

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比
語学指導助手
招致人数

人 3 3 -    3 -    3 -    

語学指導助手
授業数

授業 1,194 1,194 -    1,194 -    1,194 -    

実施結果
語学指導助手3名招致
授業数　1,194授業数

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 事業を継続する。学校からのフィードバックを取り入れる。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

【精華町】１人（小５、中３）。【宇治市】４人（小２２、中９）。【城陽市】３人（小１
０、中５）。【京田辺市】４人（小９、中３）。

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。学校図書館や小学校英語指導の充実と児童の体力向上を
目指していく。また、人権教育にも力を入れていく。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
消耗品費等事務費節約につとめた。
木津川市小学校体育連盟、人権教育研究会及び就学指導委員会へ補助金の交付を行った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比
市立小中学校の
児童・生徒数

人 6,817 7,040 +3% 7,240 +3% 7,507 +4% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

42,097 42,097

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

学校図書館補助員（９人）、英語指導講師（２人）、特別支援講師（１０人）及び木津中学校体育
補助講師（１人）の雇用経費（39,555,275円）、市小学校体育連盟補助金（1,087,000円）、人権教
育研究会補助金（681,000円）、学校教育課にかかる旅費（82,990円）、消耗品費（254,920円）、
通信運搬費（121,806円）などを支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 学校教育関連団体等

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件
対象者
概 数

人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 事務等を円滑に遂行するため

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 事務局費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 学校教育事務事業費

予算科目
予算コード 2549

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 学校保健事業費

予算科目
予算コード 2581 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 怪我・疾病の予防・早期発見、健康状態の維持

事 業

要 件 小中学校の児童生徒
対象者
概 数

7,500 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

学校医等の報酬（27,141,200円）、教師・児童・生徒健康診断委託料（15,111,604円）、日本ス
ポーツ振興センター災害共済負担金（6,889,950円）などを支出した。また、学習支援のため難聴
児童２人に貸与するＦＭ補聴器送受信システムを購入（290,640円）した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

49,481 1,967 47,514

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比
市立小中学校児
童・生徒及び教職
員数

人 7,800 7,900 +1% 8,000 +1% 8,100 +1% 

学校健診受診
者数

人 7,500 7,600 +1% 7,700 +1% 7,800 +1% 

実施結果
校医報酬、教師・児童生徒健康診断、スポーツ災害共済、結核審査会運営費を支出した。
健診受診者数　7,700　人　　災害給付事業受給件数　1,380　件

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 児童・生徒の健やかな成長を促すため、事業を継続する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

各自治体で実施

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。各学校が事業計画のプレゼンテーションを行い、採択の判
断を行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

小中学校へ一律50,000円の交付をしていたものを平成23年度より、各学校からの要望内容に
より2～5校程度に重点配分を行うこととした。
近隣の多くの自治体で実施している。【城陽市】小学校10万円、中学校30万円。【京田辺市】小
中学校ともに7万円。

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果

　特性を活かした特色ある教育活動への積極的な取組を推進する学校の教育活動の一層の充実を図る
ことを目的として、平成26年度は、相楽小学校の「ことばの力」の育成による学力向上事業、相楽台小学
校の食育推進事業、加茂小学校の「み・そ・あ・じ」運動による規範意識醸成事業、棚倉小学校の意欲的
に学習する児童の育成事業、木津第二中学校のＩＣＴを活用した研究事業、木津南中学校の地域で育む
防災事業、山城中学校の道徳教育推進事業の７事業に対し事業認定を行い、支援した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

認定校数 校 6 5 -17% 7 +40% 12 +71% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

1,000 1,000

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

相楽小学校に100,000円、相楽台小学校に50,000円、加茂小学校に240,000円、棚倉小学校に
190,000円、木津第二中学校に300,000円、木津南中学校に50,000円、山城中学校に70,000
円、合計１,０００千円を負担金として支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 市立小中学校

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 小・中学校の児童生徒
対象者
概 数

7,500 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
スポーツや文化・芸術等の活動を通して独自の特色を活かし、子どもたちの
体力向上や豊かな人間性を育成する学校活動に対し支援をする

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 事務局費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 木津川市特色のある学校づくり推進事業費

予算科目
予算コード 3337

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

22



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 各小中学校において、取組を進める。京都府で研究成果発表を行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成22年度より、文科省委託事業を受託し、事業を開始。22～24年度事業を
受託。25年度より単費で継続。
24年度委託事業は京都府内では、宮津市及び木津川市のみで実施。

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
児童・生徒については、生産者の話を聞くことで、感謝の心を育み残さず食べるようになり、また食や地元
産業への関心を高めることができた。教職員についても、各小学校間連携や小中連携が進み、教職員全
体で食育に関する共通理解を持つことができた。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

+9% 300 +114% 
延べ研究会等
参加者

人 700 128 -82% 140

前年比
研修会・研究
発表日数

日 10 10 -    10 -    10 -    

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

36 36

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

事業用消耗品（13,000円）や講師謝礼（20,000円）が主な支出である。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 小中学校の児童生徒
対象者
概 数

7,500 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 食育の推進

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 事務局費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 食育推進事業費

予算科目
予算コード 3458

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 働くことの喜びと大変さや重要さを学ぶため、事業を継続する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成24年度に京の子ども夢・未来体験活動推進事業（府委託事業10/10）から移行
京都府内のほぼ全ての小中学校で実施

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果

市内すべての小中学校の対象学年で仕事の体験や職場体験学習を実施することにより、働くことの大変
さ、重要さを学んだ。
（体験学習の実施結果）参加学級：52学級、参加者：1,524人　（主な実施内容）小学校：職場体験施設での
仕事体験、稲作・野菜作りなどの農業体験、高齢者福祉施設での仕事体験等　中学校：消防署や官公庁で
の体験、スーパー、小売店等での販売体験、工場での製造業の体験等

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

+16% 52 -    
体験学習等実
施学級数

学級 47 45 -4% 52

前年比
延べ事業活動
日数

日 75 80 +7% 71 -11% 71 -    

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の 他
（歳入）

一般財源

905 620 285

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

講師謝礼（74,370円）や生徒の旅費（45,000円）、事業用消耗品費（607,450円）、職場体
験時の傷害保険料（149,517円）などが主な支出である。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 小・中学校の児童生徒
対象者
概 数

1,500 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 働くことの大変さ、重要さを学とともに、将来に希望を持たせる

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③イ）
地域の特徴を活かした教育内容
の充実　イ）キャリア教育の推進

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 事務局費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 「ＫＹＯ発見　仕事・文化体験活動」推進事業費

予算科目
予算コード 3491

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
小・中学校入学予定者の適正な就学のため、事業を継続する。組織の名称と
取組手法について検討する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

木津川市就学指導委員会に対し、負担金を交付していたのを平成２４年度から一般会
計からの直接支出とした。
すべての市町村で実施されている。

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
小学校及び中学校入学予定者の適正な就学についての相談活動を行った。また特別支援学級
の児童生徒間や支援学校との交流を目的とした夏季交流学習会を実施した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比
対象人数（５歳
児）

人 846 920 +9% 960 +4% 850 -11% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

406 406

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

　委員会への出席に対する費用弁償（46,200円）や夏季交流会のバス借上料（194,400
円）、事業用消耗品費（144,909円）などが主な支出である。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 小中学校に入学予定の児童、幼児とその保護者
対象者
概 数

1,700 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
小中学校への進学に際して、保護者との相談を重視し、専門家の意見
を聞くなどして、一人ひとりのニーズに応じた適切な就学を支援する

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 事務局費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 就学指導委員会事業費

予算科目
予算コード 3516

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 ＩＣＴ教育推進事業費

予 算 科 目
予算コード 3555 会 計 1

款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 ＩＣＴ機器の計画的な導入により、わかりやすい授業の充実を図る

事 業

要 件 木津川市立小・中学校
対象者
概 数

2,403 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

ＩＣＴ機器やデジタル教材にかかる情報教育機器賃借料を支出した。小学校（１０校）
中学校（４校） 15,445,080円
情報教育研究会研修会等：5,640円、講師謝礼50,000円

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

15,501 15,501

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比
ICT教育機器
整備台数

台 61 皆増 70 +15% 56 -20% 

実施結果

研究校（木津小学校、州見台小学校、木津第二中学校）を指定し、ICT機器やデジタル機材を導入し、授業
の在り方、活用方法、指導方法などの実践研究を行った。
その上で、小学校の第５・第６学年及び小・中学校の特別支援学級に各１台、中学校の第３学年の２クラス
に１台導入した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

全小中学校へ３箇年計画で導入することとし、１年目
の計画を達成した。児童生徒にわかりやすい興味あ
る授業を展開するとともに、教職員への研修を行
い、実践・活用力の向上を図ることができた。

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。計画的に全中学校２クラスに１台（特別支援学級は１クラス
に１台）、全小学校全クラスに１台ずつＩＣＴ機器を導入する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成２６年度：小学校（第５・６学年）、中学校（第３学年）及び特別支援学級
平成２７年度：小学校（第３・第４学年）、中学校（第２学年）
平成２８年度：小学校（第１・第２学年）、中学校（第１学年）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 木津川市幼小中児童生徒

実施結果
非構造部材である吊天井の撤去設計　他
施設管理

目

的

事

業

の

概

要

事業区分

3561

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

教育施設整備室

20 子どもの教育環境の充実

予算コード

課

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項
会 計

平 成
施設管理事業費

1

①

教育費 教育総務費

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

主な取組

施策目標

2

目 的 人
対象者
概 数

8,009
教育施設整備室の事務に関する経費や幼稚園・小学校・中学校
それぞれの区分にわたる事業

1

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

教育施設の整備

2

事務局費

事 業

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

決算額の主な
内 訳

不要となったアナログテレビの処分リサイクル手数料：568,252円　吊り天井撤去工事
設計委託料：3,456,000円　7校の小学校・2校の中学校の安全手摺設置工事：
2,768,040円

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

12,725 2,453 10,272

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由 幼稚園・小中学校非構造部材調査実施設計他　施設維持管理

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
継続して事業に取り組む。学期ごとに1回、計3回土曜日を活用し、ゲスト
ティーチャーを招いたり、授業参観や地域懇談会を兼ねた授業を行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成25年度より、年3回の土曜日の授業日を設定した。あわせて、京都府の研究指定
を受けて「土曜日を活用した教育の在り方実践研究事業」に取り組んでいる。
府内では、ほぼ全ての市町村で実施。委託事業実践校は、府内で22小中学校。

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
学期ごとに1回、計3回土曜日を活用し、ゲストティーチャーを招いたり、授業参観や地
域懇談会を兼ねた授業を行った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

実施回数 回 3 皆増 3 -    3 -    

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

72 72

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

講師謝礼（30,000円）及び事業用消耗品の購入費用（36,900円）、通信運搬費（5,100
円）を支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 土曜日を活用した教育の在り方実践研究事業（研究指定校：相楽台小学校）
対象者
概 数

7,500 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学習意欲の向上並びに学力の向上

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 事務局費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 土曜日を活用した教育の在り方実践研究事業費

予算科目
予算コード 3569

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 いじめ防止等対策委員会事業費

予算科目
予算コード 3588 会 計 1
款 9 教育費 項 1 教育総務費 目 2 事務局費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
いじめ防止等の基本的な方針の策定、いじめ等の問題行動の未然防
止、早期発見及び対処等に必要な事項を調査及び審議する

事 業

要 件 小・中学校の児童生徒
対象者
概 数

7,500 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

いじめ防止等対策委員会の委員報酬（114,000円）やカウンセラー謝礼（236,500円）な
どが主な支出である。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

364 364

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

委員会開催回数 回 2 皆増 2 -    

実施結果
いじめ問題の解決に向け、いじめ防止等対策委員会を設置し協議を行った。またアン
ケート調査による実態把握を行った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 新規

方 向 性 の 理 由
いじめ防止のための対策を実践的に行うこと、またいじめによる重大事態が
発生したときには教育委員会の求めに応じて、その実態を調査するために委
員会を開催する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

いじめ防止対策推進法が平成２５年９月に施行されたことを受け、木津川市に
おけるいじめ防止のため事業実施

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。市立全小学校の管理運営を行う。用務員、給食配膳員の賃
金、スクールバス借上料、タクシー使用料等を支出する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
小学校の用務員、給食配膳員の賃金等を支出した。
また、スクールバスの委託料の支払い、怪我をした際のタクシー使用料を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-1% 303 +3% 
市立小学校教
師数

人 292 298 +2% 294

前年比

市立小学校児
童数

人 4,885 5,042 +3% 5,148 +2% 5,314 +3% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

35,354 279 35,075

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

小学校の用務員、給食配膳員等の賃金（27,070,359円）及び社会保険料（2,783,569円）
当尾地区児童の南加茂台小学校へのバス運行経費。（4,872,639円）
急病等による児童の医療機関へのタクシー借り上げ料。（550,240円）

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市立全小学校児童、教諭
対象者
概 数

5,442 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

予算コード 2029 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 学校管理事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由

棚倉小学校改築工事、恭仁小学校耐震補強工事、木津川台小学校・加茂小学校屋内運動場吊
天井撤去工事
南加茂台小学校外壁補修工事、梅美台小学校多目的室床改修工事
木津・相楽・高の原・木津川台・相楽台・梅美台・加茂・上狛各小学校受変電設備部分改修
各小学校緊急修繕

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

132,400 244,562

-37% 

Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

456,237 77,766 1,509

決算額の主な
内 訳

小学校１３校の修繕：9,092,530円　恭仁小学校耐震補強改修工事実施設計委託費：
11,424,000円　棚倉小学校改築工事設計委託費：17,640,000円　棚倉小学校校舎改築
工事（前払い金30％分）：258,876,000円

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

修繕箇所数 件 73 76 +4% 68 -11% 43

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

部

教育施設の整備

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

事 業

目 的 人
対象者
概 数

5,314
市立小学校施設の維持管理及び必要な修繕・改修を実施することによ
り、円滑な学校運営と安全確保を図ると伴に、児童数の増加に対応す
るため、校舎の増築や備品の整備を行う。

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策 ①

教育費 小学校費

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携2

学校管理費

施策目標

1

26

係
項

予算コード

課
2

会 計

平 成
施設管理事業費

1
款 9

教育部

年 度

目

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

教育施設整備室

20 子どもの教育環境の充実

実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2033

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 木津川市小学校児童

実施結果
棚倉小学校改築工事　　恭仁小学校耐震補強改修実施設計
緊急修繕として、６８件の修繕工事を行った。

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 木津小学校管理事業費

予 算 科 目
予算コード 2037 会 計 1

款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

要 件 木津小学校　児童、教諭
対象者
概 数

526 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

児童の教育及び木津小学校の管理運営に要した経費
20学級 児童数494名(平成26年5月1日現在）平成25年度より児童38名減となっている。
平成26年4月1日城山台小学校開校に伴い、平成26年3月31日の鹿背山分校（2学級）を閉校し、就学すべ
き学校区の変更を行った。そのため鹿背山分校の管理経費が減額となっている。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

17,708 212 17,496

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

開校日数 日 200 202 +1% 203 -    204 -    

児童数 人 479 532 +11% 494 -7% 522 +6% 

実施結果

鹿背山分校（２学級）を閉校し、就学すべき学校区の変更を行った。
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 経費節減に努める

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 経費節減に努める

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

+1% 390 -2% 児童数 人 367 395 +8% 398

前年比

開校日数 日 200 202 +1% 204 +1% 204 -    

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

14,388 14,388

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育及び相楽小学校の管理運営の要した経費
15学級　児童数398名　（平成26年5月1日現在）平成25年度より1学級増、児童3名増
となっている。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 相楽小学校　児童、教諭
対象者
概 数

419 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

予算コード 2041 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 相楽小学校管理事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 経費節減に努める

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-1% 365 -4% 児童数 人 407 383 -6% 379

前年比

開校日数 日 200 202 +1% 203 -    204 -    

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

13,976 13,976

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育及び高の原小学校の管理運営に要した経費
13学級　児童数379名（平成26年5月1日現在）　平成25年度より1学級増、児童数4名
減となっている。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 高の原小学校　児童、教諭
対象者
概 数

399 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 高の原小学校管理事業費

予算科目
予算コード 2045

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 木津川台小学校管理事業費

予 算 科 目
予算コード 2049 会 計 1

款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

要 件 木津川台小学校　児童、教諭
対象者
概 数

678 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

児童の教育及び木津川台小学校の管理運営に要した経費
21学級 児童数649名(平成26年5月1日現在）平成25年度より1学級増、児童35名減となってい
る。　リース料については、印刷機・コピー機のリースについて更新したため増額となっている。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

15,272 15,272

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

開校日数 日 200 202 +1% 204 +1% 204 -    

児童数 人 674 684 +1% 649 -5% 620 -4% 

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 相楽台小学校管理事業費

予 算 科 目
予算コード 2053 会 計 1

款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

要 件 相楽台小学校　児童、教諭
対象者
概 数

261 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

児童の教育及び相楽台小学校の管理運営に要した経費
11学級 児童数242名(平成26年5月1日現在）　平成25年度より1学級減となっている。
主な増額要因については、樹木の高木剪定、教材作成用パソコン購入、音響機器の購入等である。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

14,088 14,088

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

開校日数 日 200 202 +1% 204 +1% 204 -    

児童数 人 236 242 +3% 242 -    246 +2% 

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 経費節減に努める

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 梅美台小学校管理事業費

予算科目
予算コード 2057 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

要 件 梅美台小学校　児童、教諭
対象者
概 数

966 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育及び梅美台小学校の管理運営に要した経費
30学級　児童数924名(平成26年5月1日現在）　平成25年度より2学級増、児童数87名増となっている。
校舎増築棟や第二職員室の稼働に伴い、管理費用の増加、印刷機、コピー機の増設・更新や、次年度の
クラス増にむけて、備品購入を行ったことなどが主な増額の要因である。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

28,029 2,237 25,792

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

開校日数 日 200 202 +1% 203 -    204 -    

児童数 人 743 837 +13% 924 +10% 1007 +9% 

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 経費節減に努める

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

37



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 加茂小学校管理事業費

予 算 科 目
予算コード 2061 会 計 1

款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

要 件 加茂小学校　児童、教諭
対象者
概 数

418 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

児童の教育及び加茂小学校の管理運営に要した経費
15学級 児童数396名(平成26年5月1日現在）　平成25年度より1学級減、児童数3名減となっている。
主な増額の要因は、樹木の高木剪定や、印刷機の更新によるリース料の変更である。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

10,332 10,332

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

開校日数 日 200 202 +1% 203 -    204 -    

児童数 人 402 399 -1% 396 -1% 375 -5% 

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 経費節減に努める

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 恭仁小学校管理事業費

予 算 科 目
予算コード 2065 会 計 1

款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

要 件 恭仁小学校　児童、教諭
対象者
概 数

58 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

児童の教育及び恭仁小学校の管理運営に要した経費
7学級 児童数47名(平成26年5月1日現在）　平成25年度より、特別支援学級開設によ
る1学級増、児童数1名減となっている。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

6,209 6,209

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

開校日数 日 200 202 +1% 204 +1% 204 -    

児童数 人 46 48 +4% 47 -2% 48 +2% 

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 経費節減に努める

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 南加茂台小学校管理事業費

予 算 科 目
予算コード 2073 会 計 1

款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

要 件 南加茂台小学校　児童、教諭
対象者
概 数

228 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

児童の教育及び南加茂台小学校の管理運営に要した経費
9学級 児童数214名(平成26年5月1日現在）　平成25年度より2学級減、児童数14名減となっている。
平成26年9月よりの教育用コンピュータ賃借料が増額となっている。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

15,295 15,295

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

開校日数 日 200 202 +1% 204 +1% 204 -    

児童数 人 236 228 -3% 214 -6% 222 +4% 

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 経費節減に努める

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

40



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 経費節減に努める

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

+8% 187 -2% 児童数 人 171 177 +4% 191

前年比

開校日数 日 200 202 +1% 204 +1% 204 -    

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

9,293 9,293

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

児童の教育及び上狛小学校の管理運営に要した経費
9学級 児童数191名(平成26年5月1日現在）　平成25年度より1学級増、児童数14名増となっている。
平成25年中に下水道に接続したことにより、浄化槽保守点検委託料が不要となったこと、教育用コン
ピュータの賃借期間が満了となったことが、主な減額の要因である。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 上狛小学校　児童、教諭
対象者
概 数

207 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備
総 合 計 画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

予算コード 2077 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 上狛小学校管理事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 棚倉小学校管理事業費

予 算 科 目
予算コード 2081 会 計 1

款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

要 件 棚倉小学校　児童数、教諭
対象者
概 数

357 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

児童の教育及び棚倉小学校の管理運営に要した経費
14学級 児童数337名(平成26年5月1日現在）　平成25年度より1学級増、児童数5名増となっている。
教育用コンピュータの賃借期間が満了となったことが、主な減額の要因である。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

11,930 11,930

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

開校日数 日 200 202 +1% 204 +1% 204 -    

児童数 人 328 332 +1% 337 +2% 334 -1% 

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 経費節減に努める。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

+3% 810 -    児童数 人 796 785 -1% 808

前年比

開校日数 日 200 202 +1% 203 -    204 -    

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

17,881 17,881

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

児童の教育及び州見台小学校の管理運営に要した経費
27学級 児童数808名(平成26年5月1日現在）　平成25年度より児童数23名増

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 州見台小学校　児童、教諭
対象者
概 数

845 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備
総 合 計 画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 州見台小学校管理事業費

予 算 科 目
予算コード 2589

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 城山台小学校管理事業費

予 算 科 目
予算コード 3585 会 計 1

款 9 教育費 項 2 小学校費 目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

要 件 城山台小学校　児童、教諭
対象者
概 数

80 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

児童の教育及び城山台小学校の管理運営に要した経費
7学級 児童数69名(平成26年5月1日現在）
平成26年4月1日城山台地区に新設開校

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

12,611 12,611

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

開校日数 日 204 皆増 204 -    

児童数 人 69 皆増 188 +272% 

実施結果
平成２６年度に城山台地区に新設小学校を開校した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 新規

方 向 性 の 理 由 経費削減に努める

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成２６年４月開校

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

児童数 人 479 532 +11% 494 -7% 522 +6% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

2,006 2,006

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費
児童用副読本（道徳・体育）購入、教材用備品(図工教材備品・体育教材備品等）購入、図書購
入等

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津小学校　児童
対象者
概 数

494 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や地域社
会から信頼される学校づくり

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

予算コード 2093 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 木津小学校教育振興事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 相楽小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2097 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や
地域社会から信頼される学校づくり

事 業

要 件 相楽小学校　児童
対象者
概 数

398 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費
児童用副読本（道徳・体育）購入、教材用備品(理科教材備品・体育教材備品等）購入、図書購
入等

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

1,749 1,749

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

児童数 人 367 395 +8% 398 +1% 390 -2% 

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 高の原小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2101 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や
地域社会から信頼される学校づくり

事 業

要 件 高の原小学校　児童
対象者
概 数

379 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費
児童用副読本（道徳・体育）購入、教材用備品(理科教材備品・体育教材備品等）購入、図書購
入等

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

1,594 1,594

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

児童数 人 407 383 -6% 379 -1% 365 -4% 

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 木津川台小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2105 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や
地域社会から信頼される学校づくり

事 業

要 件 木津川台小学校　児童
対象者
概 数

649 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費
児童用副読本（道徳・体育）購入、教材用備品(作文指導用教材・家庭科教材等）購入、図書購
入等

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

2,529 2,529

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

児童数 人 674 684 +1% 649 -5% 620 -4% 

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

児童数 人 236 242 +3% 242 -    246 +2% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

1,170 1,170

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費
児童用副読本（道徳・体育）購入、教材用備品(音楽教材備品・体育教材備品等）購入、図書購
入等

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 相楽台小学校　児童
対象者
概 数

242 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や地域社会から信頼される学校づくり

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

予算コード 2109 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 相楽台小学校教育振興事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

児童数 人 743 837 +13% 924 +10% 1,007 +9% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

3,534 234 3,300

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費
児童用副読本（道徳・体育）購入、教材用備品(算数教材備品・体育教材備品等）購入、図書購
入等　児童増・学級増に対応するための備品購入等が、主な増額の要因

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 梅美台小学校　児童
対象者
概 数

924 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や
地域社会から信頼される学校づくり

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

予算コード 2113 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 梅美台小学校教育振興事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

児童数 人 402 399 -1% 396 -1% 375 -5% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

1,679 1,679

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費
児童用副読本（道徳・体育）購入、教材用備品(社会科教材備品・音楽教材備品等）購入、図書
購入等

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 加茂小学校　児童
対象者
概 数

396 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や
地域社会から信頼される学校づくり

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

予算コード 2117 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 加茂小学校教育振興事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

児童数 人 46 48 +4% 47 -2% 48 +2% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

436 436

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費
児童用副読本（道徳・体育）購入、教材用備品(社会科教材備品等）購入、図書購入等

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 恭仁小学校　児童
対象者
概 数

47 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や
地域社会から信頼される学校づくり

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

予算コード 2121 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 恭仁小学校教育振興事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

児童数 人 236 228 -3% 214 -6% 222 +4% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

991 991

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費
児童用副読本（道徳・体育）購入、教材用備品(体育教材備品等）購入、図書購入等

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 南加茂台小学校　児童
対象者
概 数

214 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や
地域社会から信頼される学校づくり

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

予算コード 2129 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 南加茂台小学校教育振興事業費

予算科目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 上狛小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2133 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や
地域社会から信頼される学校づくり

事 業

要 件 上狛小学校　児童
対象者
概 数

191 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費
児童用副読本（道徳・体育）購入、教材用備品(算数教材備品・家庭科教材備品等）購入、図書
購入等

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

1,078 1,078

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

児童数 人 171 177 +4% 191 +8% 187 -2% 

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

児童数 人 328 332 +1% 337 +2% 334 -1% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

1,479 1,479

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費
児童用副読本（道徳・体育）購入、教材用備品(算数教材備品・体育教材備品等）購入、図書購
入等

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 棚倉小学校　児童
対象者
概 数

337 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や
地域社会から信頼される学校づくり

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 棚倉小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2137

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 州見台小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2593 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校教育の充実と保護者の負担軽減を図るため

事 業

要 件 州見台小学校　児童
対象者
概 数

808 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費
児童用副読本（道徳・体育）購入、教材用備品(体育教材備品・音楽教材備品等）購入、図書購
入等
児童増に対応するための備品購入等が主な増額の要因

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

2,798 2,798

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

児童数 人 796 785 -1% 808 +3% 810 -    

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 就学援助事業費

予 算 科 目
予算コード 3333 会 計 1

款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 平等に教育の機会を与えるため

事 業

要 件 小学校の保護者のうち低所得者
対象者
概 数

700 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

就学援助費の対象者６２０人の内５７７人に対して36,640,830円を支給、就学奨励費の
対象者６７人の内４２人に対して1,252,532円の支給を行った。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

37,894 529 37,365

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

支給者数 人 563 571 +1% 619 +8% 630 +2% 

実施結果 就学援助費577人　36,640,830円   就学奨励費　42人　1,252,532円

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。認定及び支給業務の一括管理ができるシステムの構築を検
討する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成26年：消費税増税等に伴い支給額増額
【木津川市】1.2倍未満。【精華町】1.2倍未満。【城陽市】一般1.4倍以下、母子・
父子・借家1.6倍以下。【京田辺市】1.3倍未満。

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 教育振興事業費

予算科目
予算コード 3338 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や
地域社会から信頼される学校づくり

事 業

要 件 木津川市立全小学校　児童
対象者
概 数

5,148 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

教師用教科書・指導書購入費（学級増や少人数学級対応分）、転入生対応用卒業記念品や副
読本購入費、社会科副読本改訂による印刷（2,910,600円）などに要した経費である。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

9,338 1,097 8,241

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比
市立小学校児
童数

人 4,885 5,042 +3% 5,148 +2% 5,314 +3% 

実施結果
学級増に伴う教師用指導書・教科書の購入。
各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を当該事業費の芸術鑑賞
開催負担金として支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。また小学校教科書改定の年のため、教師用指導書・教科書
の購入を行う。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成２６年度から修学旅行補助金の廃止
教師用指導書・教科書はどの市町村でも公費で必要最低限の購入。

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 事業を市域全域の小学校に拡充していく。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成22年度京都府の補助金制度創設により事業開始
山城教育局管内では、ほとんどの市町村で実施。

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
規則正しい学校生活に慣れれないで、授業中立ち歩く、あいさつできない、休み時間にトイレに行かない
で授業中に行くなどいわゆる小1プロブレムの問題がとりざさされるなか、このような事業を実施することに
より、スムースに学校生活に適応する児童の割合が多くなった。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

+2% 700 -4% 
体験入学等事
業参加幼児数

人 718 713 -1% 730

前年比
小学校入学予
定者数

人 846 920 +9% 960 +4% 850 -11% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

835 417 418

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

講師謝礼（8,000円）や事業用消耗品費（822,089円）が主な支出である。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 小学校入学予定の幼児
対象者
概 数

900 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 小学校入学後の生活習慣の変化に対応できるようにすること

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 「もうすぐ１年生」体験入学推進事業費

予算科目
予算コード 3462

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 新規

方 向 性 の 理 由 地域・児童の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成２６年４月開校

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

児童数 人 69 皆増 188 +172% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

13,479 3,139 10,340

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

児童の教育振興に要した経費
児童用副読本（道徳・体育）の購入、平成26年度新設に伴う教材用備品購入費、図書
購入計画２か年目としての図書購入費

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 城山台小学校　児童
対象者
概 数

69 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や
地域社会から信頼される学校づくり

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ③ア）
地域の特徴を活かした教育内
容の充実　ア）郷土教育の充実

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 城山台小学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 3586

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 新規

方 向 性 の 理 由
小学校5，6年生を対象としていたが、3年生からを対象として、より早い時期か
らの基礎学力の充実を図っていく。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成26年度新規事業

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
全ての小学校で、基礎学力の充実のため5，6年生を対象に放課後や夏休みを利用し
て補充学習を開始した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

５・６年生を対象に、それぞれの学校の状況に
応じた補充学習を実施し、基礎学力の向上・定
着に繋げることが出来た。

前年比

参加人数 人 414 皆増 800 +93% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

884 327 557

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

補充学習のための講師謝礼（883,500円）

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 小学校３～６年生
対象者
概 数

3,500 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 小学生の基礎学力の向上

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 ホップアップ学習事業費

予算科目
予算コード 3589

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 相楽地方通級指導教室事業費

予算科目
予算コード 2141 会 計 1
款 9 教育費 項 2 小学校費 目 3 相楽地方通級指導教室費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 それぞれの障害を改善・克服できるように指導･援助する

事 業

要 件 相楽地方の言語・聴覚及び発達に障害のある児童
対象者
概 数

300 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

木津川市・精華町・東部広域連合教育委員会で構成する協議会で運営する通級指導教室の運
営経費（1,218,465円）を支出した。また通級児童の増加にともない平成２６年９月から、東部分
室として南加茂台小学校内に新たに１教室開室し、この経費（882,231円）を支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（歳入）

一般財源

2,101 953 1,148

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

相談件数 件 163 286 +75% 328 +15% 330 +1% 

障害克服児童
数

人 32 42 +31% 45 +7% 50 +11% 

実施結果
平成26年9月に南加茂台小学校に東部分室を開室した。
相談件数　328件
障害克服児童数　45人

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

通級児童数の増加に伴い、東部分室として１教室を
増設したことにより、指導を必要とする児童の受け入
れと適切な指導を行うことができた。

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 事業を拡充する。今以上に指導方法や教材の工夫・研究を推進する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 学校管理事業費

予算科目
予算コード 2153 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

要 件 木津川市立全中学校　生徒、教諭
対象者
概 数

2,233 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

中学校の用務員、給食配膳員等の賃金（17,857,064円）、社会保険料（784,912円）
木津中学校校舎・グランド整備に係るバス運行委託料（3,001,212円）。
急病等によるタクシー借り上げ料（217,080円）。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（歳入）

一般財源

22,173 1,131 21,042

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

市立中学校生徒数 人 1,932 1,998 +3% 2,092 +5% 2,193 +5% 

市立中学校教師数 人 142 141 -1% 141 -    144 +2% 

実施結果
講師賃金においては、学校運営を円滑に行うため市費で１４名の講師を任用し、生徒の学力向上等に役立
てることができた。また、木津中学校改築工事によりグラウンドが使用できなかったことから、バスを運行し
体育授業等において生徒移動を安全に行った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。市立全中学校の管理運営を行う。用務員、給食配膳員の賃
金、タクシー使用料等を支出する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件 木津川市中学校生徒

実施結果
木津第二中学校多目的ルームを少人数教室に改修
泉川中学校エキスパンションジョイント雨漏り修繕
緊急修繕として、30件の修繕工事を行った。

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2157

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

教育施設整備室

20 子どもの教育環境の充実

施策目標

26

係
項

平 成
施設管理事業費

1
款 9

教育部 課
3

①

教育費 中学校費

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携2

教育施設の整備

目 1 学校管理費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

2,194
市中学校施設の維持管理及び必要な修繕・改修を実施すること
により、円滑な学校運営を図る

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

-9% 26

補助・委託先

市独自上乗せ

修繕数 件 35 33 -6% 30

決算額の主な
内 訳

中学校5校修繕：13,771,812円　木津第二中学校多目的室改修工事：5,212,080円　都
市再生機構関連公共公益施設整備費償還金：5,325,600円

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

24,310 1,964 22,346

-13% 

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
泉川中学校・山城中学校の受変電設備部分改修
各中学校緊急修繕

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

64



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 木津中学校管理事業費

予 算 科 目
予算コード 2161 会 計 1

款 9 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 木津中学校の管理運営

事 業

要 件 木津中学校生徒、木津中学校教諭
対象者
概 数

418 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育及び木津中学校の管理運営に要した経費
13学級 生徒数392名(平成26年5月1日現在）　平成25年度より2学級増、生徒数41名増となっている。
学級数・生徒数増に伴う備品購入費の増加及び校舎改築・エレベーター設置に伴う保守点検委託料、管
理費用の増加が、主な増額の要因である。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

16,666 16,666

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

開校日数 日 199 202 +2% 204 +1% 204 -    

生徒数 人 374 351 -6% 392 +12% 408 +4% 

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 学校管理運営（各種保守点検、光熱水費、教育用コンピューター賃借料等）

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

65



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 学校管理運営（各種保守点検、光熱水費等）

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-1% 595 -    生徒数 人 586 597 +2% 594

前年比

開校日数 日 199 202 +2% 204 +1% 204 -    

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

19,168 19,168

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育及び木津二中学校の管理運営に要した経費
17学級 生徒数594名(平成26年5月1日現在）　平成25年度より生徒数3名減となっている。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津第二中学校の生徒、教諭
対象者
概 数

627 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 木津第二中学校の管理運営

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備
総 合 計 画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 木津第二中学校管理事業費

予 算 科 目
予算コード 2165

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 泉川中学校管理事業費

予 算 科 目
予算コード 2169 会 計 1

款 9 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 泉川中学校の管理運営

事 業

要 件 泉川中学校　生徒、教諭
対象者
概 数

356 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育及び泉川中学校の管理運営に要した経費
12学級 生徒数329名(平成26年5月1日現在）　平成25年度より1学級増、生徒数5名減となった。
平成25年9月からの印刷機及び教育用コンピュータの更新による賃借料が主な増額の要因である。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

20,676 20,676

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

開校日数 日 199 202 +2% 204 +1% 204 -    

生徒数 人 357 334 -6% 329 -1% 330 -    

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 学校管理運営（各種保守点検、光熱水費、教育用コンピューター賃借料等）

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 山城中学校管理事業費

予 算 科 目
予算コード 2173 会 計 1

款 9 教育費 項 3 中学校費 目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総 合 計 画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 山城中学校の管理運営

事 業

要 件 山城中学校　生徒、教諭
対象者
概 数

244 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育及び山城中学校の管理運営に要した経費
7学級 生徒数226名(平成26年5月1日現在）　平成25年度より2学級減、生徒数7名減となっている。
教育用コンピュータ賃借期間が満了となったことが、主な減額の要因である。

活 動 実 績 .

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

10,673 10,673

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

開校日数 日 199 202 +2% 204 +1% 204 -    

生徒数 人 222 233 +5% 226 -3% 242 +7% 

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費での支出
に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 学校管理運営（各種保守点検、光熱水費、教育用コンピューター賃借料等）

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

方 向 性 の 理 由 学校管理運営（各種保守点検、光熱水費、教育用コンピューター賃借料等）

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から体育用具保守点検委託料、消防設備点検委託料を事務局費施設管理事業費
での支出に変更した。
電気設備点検１２回、その他学校運営に係る経費を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

+14% 618 +12% 生徒数 人 393 483 +23% 551

前年比

開校日数 日 199 202 +2% 204 +1% 204 -    

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

21,738 466 21,272

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育及び木津南中学校の管理運営に要した経費
18学級 生徒数551名(平成26年5月1日現在）　平成25年度より2学級増、生徒数68名増となっている。
学級数・生徒数増に伴う備品購入費が増額となった。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津南中学校　生徒、教諭
対象者
概 数

588 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校管理運営に資する

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備
総 合 計 画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 1 学校管理費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

予算コード 3466 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 木津南中学校管理事業費

予 算 科 目

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
地域・児童生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施
教材備品の購入やクラブ活動への補助

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

生徒数 人 374 351 -6% 392 +12% 408 +4% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

6,534 6,534

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育振興に要した経費
生徒用副読本（道徳・体育・美術）の購入費、教材用備品（体育教材備品等）購入費、図書購入
費等

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津中学校　生徒
対象者
概 数

392 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や
地域社会から信頼される学校づくり

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 木津中学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2197

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 木津第二中学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2201 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や
地域社会から信頼される学校づくり

事 業

要 件 木津第二中学校　生徒
対象者
概 数

594 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育振興に要した経費
生徒用副読本（道徳・体育・美術）の購入費、教材用備品（理科教材・体育教材備品等）購入
費、図書購入費等

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

6,741 6,741

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

生徒数 人 586 597 +2% 594 -1% 595 -    

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
地域・児童生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施
教材備品の購入やクラブ活動への補助

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
地域・児童生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施
教材備品の購入やクラブ活動への補助

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

生徒数 人 357 334 -6% 329 -1% 330 -    

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

5,514 5,514

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育振興に要した経費
生徒用副読本（道徳・体育・美術）の購入費、教材用備品（理科教材・体育教材備品等）購入
費、図書購入費等

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 泉川中学校　生徒
対象者
概 数

329 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や
地域社会から信頼される学校づくり

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 泉川中学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2205

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 山城中学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 2209 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
地域や学校の実態を十分考慮した教育目標を設定し、家庭や
地域社会から信頼される学校づくり

事 業

要 件 山城中学校　生徒
対象者
概 数

226 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育振興に要した経費
生徒用副読本（道徳・体育・美術）の購入費、教材用備品（英語教材備品・楽器教材等）購入
費、図書購入費等

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

3,980 3,980

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

生徒数 人 222 233 +5% 226 -3% 242 +7% 

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
地域・児童生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施
教材備品の購入やクラブ活動への補助

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。認定及び支給業務の一括管理ができるシステムの構築を検
討する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成26年：消費税増税等に伴い支給額増額
【木津川市】1.2倍未満。【精華町】1.2倍未満。【城陽市】一般1.4倍以下、母子・
父子・借家1.6倍以下。【京田辺市】1.3倍未満。

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 就学援助費　296人　29,355,534円   就学奨励費　17人　840,018円

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

支給者数 人 281 286 +2% 313 +9% 320 +2% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

30,196 527 29,669

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

　就学援助費の対象者３１１人の内２９６人に対して29,355,534円を支給、就学奨励費
の対象者２２人の内１７人に対して840,018円の支給を行った。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 中学校の保護者のうち低所得者
対象者
概 数

330 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 平等に教育の機会を与えるため

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実
総 合 計 画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 就学援助事業費

予 算 科 目
予算コード 3334

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 事業を継続する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成２６年度から修学旅行補助金廃止

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を当該事業費の芸術鑑賞
開催負担金として支出した。
また、府大会等参加負担金の支出を行った。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比
市立中学校生
徒数

人 1,932 1,998 +3% 2,092 +5% 2,193 +5% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

2,809 142 2,667

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

教師用教科書・指導書購入費（学級増や少人数学級対応分）、転入生対応用副読本購入費な
どの消耗品費、またクラブ活動において京都府大会や各種近畿大会等の上位大会に出場する
際に必要となる経費などに要した経費である。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津川市立全中学校生徒
対象者
概 数

2,092 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学校教育の充実と保護者の負担軽減を図るため

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 教育振興事業費

予算科目
予算コード 3339

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
昨年同様に6月頃から実施予定（スケジュール及びどの検定に取り組むかは、
各中学校の状況により異なる。）

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成21年度京都府チャレンジ学習事業補助金創設により事業開始、平成24年度に補
助制度廃止(未来づくり交付金への移行）後も市独自で実施を継続している。
（山城教育局管内実施状況）
　【八幡市】実施。【井手町】実施。【城陽市】実施なし。【京田辺市】実施なし。

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
英語検定、数学検定及び漢字検定を受験、２級や準２級など難易度の高い級も含め
多くの生徒が合格するなど、学習意欲の向上に見合った成果が確認された。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比
各種検定受験
者数

人 410 300 -27% 247 -18% 250 +1% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

65 24 41

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

英語検定や漢字検定のための参考書や問題集を購入（14,796円）及び外部講師への
講師謝礼（49,500円）を支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 中学校生徒
対象者
概 数

2,200 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学習意欲の向上

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 チャレンジ学習事業費

予算科目
予算コード 3421

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
地域・児童生徒の実態を踏まえた創意ある教育課程の編成・実施
教材備品の購入やクラブ活動への補助

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
平成２６年度から各学校教育振興事業費から支出していた芸術鑑賞事業に係る経費を教育振興事業費
での支出に変更した。
消耗品費、教材用備品、図書購入、卒業記念品、祝い品等に使用した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

生徒数 人 393 483 +23% 551 +14% 618 +12% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

7,252 7,252

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

生徒の教育振興に要した経費
生徒用副読本（道徳・体育・美術）の購入費、教材用備品（家庭科教材備品・体育教材備品等）
購入費、図書購入費等

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 木津南中学校　生徒
対象者
概 数

551 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
木津南中学校施設の維持管理及び必要な修繕・改修を実施す
ることにより、円滑な学校運営を図る

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 木津南中学校教育振興事業費

予算科目
予算コード 3467

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 生徒の学力及び学習意欲の向上のため、事業を継続する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成24年度から実施

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 市内５中学校すべてで実施し、のべ174人が参加した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

延べ参加者数 人 222 214 -4% 174 -19% 200 +15% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

314 98 216

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

外部講師（講師謝礼313,500円）による補充学習の実施。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 中学校生徒
対象者
概 数

2,200 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 学習意欲の向上

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ① 学校教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 2 教育振興費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 ステップアップ学習事業費

予算科目
予算コード 3517

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 木津川市プロデュースプロジェクト事業費

予算科目
予算コード 3562 会 計 1
款 9 教育費 項 3 中学校費 目 2 教育振興費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学校教育係

総合計画
基本方針 7

まちづくりへの参画と協働
の創造

施策目標 2
市民と行政のパートナー
シップの推進

施 策 37
市民と行政との協働体制
の確立

主な取組 ②
学校・企業等との交流連
携

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的 中学生の積極的な社会参加の促進

事 業

要 件 中学校生徒
対象者
概 数

2,200 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

事業負担金600,000円の支出

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

600 226 374

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

参加者数 人 29 皆増 50 +72% 50 -    

実施結果
市内中学生と同志社大学学生が連携し、木津川市や社会状況についての理解を深
め、課題解決や市の魅力発信につながる企画の立案に取り組んだ。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。課題解決や市の魅力発信につながる企画の立案や実施に
向け同志社大学と連携して取り組んでいく。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 終了

備
考

要 件 木津川市立木津中学校生徒

実施結果 旧校舎、屋内運動場、柔剣道場の解体及び屋外施設等整備を終え当該事業を完了

目

的

事

業

の

概

要

事業区分

3544

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

教育施設整備室

20 子どもの教育環境の充実

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項

予算コード

課
3

会 計

平 成
木津中学校改築事業費

1

①

0
教育費 中学校費

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携2

学校建設費

施策目標

3

目 的 人
対象者
概 数

408
地震防災対策特別措置法による公立学校施設の耐震化事業、木津中
学校市立小中学校耐震化改修計画

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

法律外実施義務

事 業

部

教育施設の整備

市の例規

法律の
根 拠

-    

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

校舎改築延床面積 ㎡ 8,090 皆増 8,090

決算額の主な
内 訳

木津中学校解体工事および屋外施設等整備工事管理業務費：9,396,000円　木津中学
校校舎等解体工事費（精算金６０％分）：145,600,700円　木津中学校屋外施設等整備
工事費：188,252,640円

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

344,133 19,989 171 112,800 211,173

皆減

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由 事業を完了

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。子ども・子育て支援新制度に基づき、平成29年度以降の利
用料見直し（応能負担）を検討する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

子ども・子育て支援新制度の開始に伴い、平成２７年度から応能負担（課税状況によ
る）
京田辺市（８園）月額0円～7,000円　城陽市（１園）月額0円～10,000円　八幡市（６園）
月額0円～7,000円

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 在園園児数　木津幼稚園２４５名、相楽幼稚園１２６名、高の原幼稚園１６９名：合計５４０名

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-8% 81 -4% 
在園園児率（在園園
児数／定員園児数） ％ 87 91 +5% 84

前年比

園児数 人 563 587 +4% 540 -8% 492 -9% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

23,773 1,899 21,874

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

私立幼稚園の管理にかかる共通経費として、臨時職員（幼稚園教諭、用務員）
賃金 22,257,971円、社会保険料 1,033,708円、その他諸経費を支出した。
また、全国国公立幼稚園長会近畿ブロック研修会の開催担当となったことから、
補助金 109,593円を支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 3歳以上就学前の幼児及びその保護者

対象者
概 数

540 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
学校教育法第２２条に規定する幼児教育を推進するため、子どもが健やかに育
つ環境づくりを目指し、多様化する教育に対応するための幼稚園運営の事業補
助を行う

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実
総 合 計 画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 1 幼稚園費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

会 計 1
款 9 教育費 項 4 幼稚園費

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 幼稚園事務事業費

予 算 科 目
予算コード 2225

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 事業を継続する。バスルート等の効率化を検討する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

近隣市町幼稚園バスはなし

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 通園バス利用園児数３０６人

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

+18% 61 -9% 
通園バス利用率
（バス利用者／園
児数）

％ 53 57 +8% 67

前年比
通園バス利用園
児数

人 301 335 +11% 306 -9% 251 -18% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

21,382 21,382

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

私立３幼稚園に通園する園児を、バス４台で送迎する幼稚園通園バス運行業務委託料として、
21,307,212円を支出した。
また、バスの修繕料として、74,570円を支出した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 市立幼稚園在園児４・５歳児のバス利用者
対象者
概 数

306 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
木津川市立幼稚園から遠隔地に在住する在園児の登降園時の
安全確保を図る

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 1 幼稚園費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

会 計 1
款 9 教育費 項 4 幼稚園費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 幼稚園バス運行事業費

予算科目
予算コード 2229

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 木津幼稚園管理事業費

予算科目
予算コード 2233 会 計 1
款 9 教育費 項 4 幼稚園費 目 1 幼稚園費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
木津幼稚園施設の維持管理を実施することにより、円滑な幼稚
園運営を図る

事 業

要 件 3歳以上就学前の子ども
対象者
概 数

245 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

一人ひとりの個性や能力を伸ばし生きる力を培う幼児教育の質の向上を図るための経
費、及び木津幼稚園の運営管理に要した経費である。

活 動 実 績 単 位

そ の 他
（歳入）

一般財源

7,267 7,267

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

園児数 人 233 262 +12% 245 -6% 225 -8% 

実施結果 ３歳児２０人、４歳児８８人、５歳児１３７人に対して、幼児教育を施した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
幼稚園が地域の幼児教育センターとしての役割を果たすため、子育て交流の場を実施する。
就学前教育を推進するには、幼児を養育する保護者の経費軽減を図ることが本意ではあるが、
より充実した幼稚園運営を行ううえで、受益者負担（使用料）の増額も検討する必要がある。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

京田辺市：８園、城陽市：１園、八幡市：６園

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
幼稚園が地域の幼児教育センターとしての役割を果たすため、子育て交流の場を実施する。
就学前教育を推進するには、幼児を養育する保護者の経費軽減を図ることが本意ではあるが、
より充実した幼稚園運営を行ううえで、受益者負担（使用料）の増額も検討する必要がある。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

京田辺市：８園、城陽市：１園、八幡市：６園

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 ３歳児２０人、４歳児５０人、５歳児５６人に対して、幼児教育を施した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

園児数 人 151 143 -5% 126 -12% 109 -13% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の 他
（歳入）

一般財源

5,200 5,200

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

一人ひとりの個性や能力を伸ばし生きる力を培う幼児教育の質の向上を図るための経
費、及び相楽幼稚園の運営管理に要した経費である。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 3歳以上就学前の子ども
対象者
概 数

126 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
相楽幼稚園施設の維持管理を実施することにより、円滑な幼稚
園運営を図る

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 1 幼稚園費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

会 計 1
款 9 教育費 項 4 幼稚園費

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 相楽幼稚園管理事業費

予算科目
予算コード 2237

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
幼稚園が地域の幼児教育センターとしての役割を果たすため、子育て交流の場を実施する。
就学前教育を推進するには、幼児を養育する保護者の経費軽減を図ることが本意ではあるが、
より充実した幼稚園運営を行ううえで、受益者負担（使用料）の増額も検討する必要がある。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

京田辺市：８園、城陽市：１園、八幡市：６園

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 ３歳児４０人、４歳児６１人、５歳児６８人に対して、幼児教育を施した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

前年比

園児数 人 179 182 +2% 169 -7% 158 -7% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の 他
（歳入）

一般財源

5,618 5,618

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

一人ひとりの個性や能力を伸ばし生きる力を培う幼児教育の質の向上を図るための経
費、及び高の原幼稚園の運営管理に要した経費である。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 3歳以上就学前の子ども
対象者
概 数

169 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
高の原幼稚園施設の維持管理を実施することにより、円滑な幼
稚園運営を図る

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 1 幼稚園費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

会 計 1
款 9 教育費 項 4 幼稚園費

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 高の原幼稚園管理事業費

予算科目
予算コード 2241

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 木津川市立幼稚園児

実施結果 緊急修繕として、５件の修繕工事を行った。

目

的

事

業

の

概

要

事業区分

2245

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

教育施設整備室

20 子どもの教育環境の充実

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項

予算コード

課
4

会 計

平 成
施設管理事業費

1

①

教育費 幼稚園費

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携2

幼稚園費

施策目標

1

目 的 人
対象者
概 数

501
市立幼稚園施設の維持管理を実施することにより、円滑な幼稚
園運営を図る

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

法律外実施義務

事 業

部

教育施設の整備

市の例規

法律の
根 拠

+25% 4

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

修繕数 件 3 4 +33% 5

決算額の主な
内 訳

幼稚園3園修繕5件：667,310円　相楽幼稚園用地借地代：1,632,000円　木津幼稚園
テーブル他６件の備品購入：513,964円

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

2,814 2,814

-20% 

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由 幼稚園施設の緊急修繕

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
事業を拡充する。
平成２７年度から満１８歳までの兄・姉のいる第３子への補助を開始。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成２６年度から多子世帯の保護者負担軽減が拡大された。
城陽市・京田辺市においても同様の幼稚園就園奨励事業あり。

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果
幼稚園就園奨励事業として２１園より申請があり、３７３人に対して４９，１４４，６００円の補助金を交付し
た。
私立幼稚園保護者負担軽減補助事業として３３人に対して１，１８８，０００円を交付した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

29 皆増

前年比

交付者数 人 348 358 +3% 406 +13% 381 -6% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の 他
（ 歳 入 ）

一 般 財 源

50,333 12,191 38,142

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

決算額の主な
内 訳

私立幼稚園に在籍する幼児を養育する保護者の保育料の負担軽減を図るため、私立幼稚園２
１園から申請を受け、３７３人に対して 49,144,600円の補助金を交付した。
また、私立幼稚園保護者負担軽減補助事業として、木津川市内の私立幼稚園に在籍する幼児
の保護者３３人に対して 1,188,000円の補助金を交付した。

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 私立幼稚園児に在籍する幼児の保護者

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件 私立幼稚園に通う３～５歳児の保護者

対象者
概 数

406 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
私立幼稚園就園奨励事業として、私立幼稚園に在籍する幼児を養育する保護
者の負担軽減を図る　また、私立幼稚園保護者負担軽減補助として、木津川
市内の私立幼稚園に在籍する幼児の保育料の負担軽減を図る

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実
総 合 計 画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 1 幼稚園費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

会 計 1
款 9 教育費 項 4 幼稚園費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 幼稚園就園奨励事業費

予 算 科 目
予算コード 2249

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 幼稚園保健事業費

予算科目
予算コード 3375 会 計 1
款 9 教育費 項 4 幼稚園費 目 1 幼稚園費

所 管 部 教育部 課 学校教育課 係 学務係

総合計画
基本方針 4

豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2
一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 21
子どもの可能性を伸ばす
教育の推進

主な取組 ② 幼児教育の充実

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
園医（内科医）や園歯科医を委嘱し、園児が健康でのびのびと幼稚園
生活を送れるように健康診断や園児に係る健康相談を行う

事 業

要 件 市立幼稚園在園児
対象者
概 数

540 人

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

法律外実施義務

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

園児が健康でのびのびと幼稚園生活を送れるよう健康診断などを行い、園医などの
報酬を支出した。

活 動 実 績 単 位

そ の他
（歳入）

一般財源

2,489 2,489

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

園児数 人 563 587 +4% 540 -8% 492 -9% 

園医一人当たり受
持ち園児数（園児
数/園医数）

人 94 98 +4% 90 -8% 82 -9% 

実施結果 園医の報酬等２，４８８，８００円を支出した。

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由 事業を継続する。内科検診及び歯科検診を実施する。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由

事業を拡充する。
生涯学習推進計画年次計画を作成し、計画の推進を図る。
社会教育施設使用料等の改定に向けた検討を継続する。
他市社会教育委員の取組を研究し、当市社会教育委員会の取組強化を図る。

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

（社会教育委員数）城陽市：１５人（条例１５人）。京田辺市：１７人（条例２０人）。

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

社会教育施設の使用料金の見直しを実施
し、整理を行った。

生涯学習フェスティバルにおいて、委員に
よる劇団を実施し、社会教育委員について
市民周知をした。

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

410

-    

Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

Ｈ２６

410

決算額の主な
内 訳

　社会教育委員会・専門部会を合計18回開催したほか、近畿地区社会教育研究大会
などにも参加し、社会教育委員13人の報酬として 289,000円を支出した。

一 般 財 源
そ の 他
（ 歳 入 ）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

委員会開催回数 回 15 18 +20% 18 -    18

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

事 業

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

対 象 者

施 策

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

3

社会教育総務費

施策目標

1

目 的 人
対象者
概 数

生涯学習推進計画に定める事業の推進と目標の達成

5
会 計

平 成
社会教育委員事業費

1

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予 算 科 目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

予算コード

課

事

業

の

概

要

事業区分

2257

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総 合 計 画

事業形態

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件

実施結果

社会教育委員：14名　　社会教育委員会：６回開催
主な審議案件：府・近畿社会教育研究大会参加、委員研修実施
専門部会の名称及び開催回数：生涯学習推進計画検討部会（６回）、生涯学習施設管理運営検討部会（６
回）
その他：山城社会教育委員会連絡協議会役員会・理事会,近畿地区社会教育研究大会へ参加。

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件

実施結果

交付団体の主な事業
　市文化協会：文化祭、社交ダンスパーティー、小さな発表会、先進地視察（栗東市）、講演会、会員研修交
流会（宇陀市）
　市国際交流協会：中学生海外派遣事業、サンタモニカ受入事業、日本語教室、世界のティータイム、楽し
い中国語講座、国際交流イベント　他
　市ＰＴＡ連絡協議会：指導者中央研修会、研修会、講演会
　宇宙少年団木津川分団：スターウォッチング、水ロケット制作、座学と工作、自然体験学習

目

的

事

業

の

概

要

事業区分

2261

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項

予算コード

課
5

会 計

平 成
社会教育事務事業費

1

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

社会教育総務費

施策目標

1

目 的 人
対象者
概 数

社会教育の推進

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

法律外実施義務

事 業

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

市の例規

法律の
根 拠

+3% 110

文化協会、市Ｐ連、国際交流協会、日本宇宙少年団木津川分団補助・委託先

市独自上乗せ

前年比
国際交流協会
会員数

人 119 127 +7% 131

決算額の主な
内 訳

文化協会補助金1,980,000円、国際交流協会補助金4,943,618円、宇宙少年団補助金
500,000円、PTA連絡協議会補助金89,803円、相楽地方・山城地方各社会教育研究会負担金
59,000円　等

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

8,444 8,444

-16% 

文化協会会員
数

人 1,544 1,519 -2% 1,243 -18% 1,203 -3% 

宇宙少年団団
員数

人 28 27 -4% 16 +38% 

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

（文化協会）宇治市、城陽市、八幡市、京田辺市、井手町、精華町、宇治田原町。（国
際交流協会）城陽市、京田辺市、精華町。（宇宙少年団）和歌山県みなべ町。

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由 事業を継続する。社会教育関係団体が事業を円滑に実施できるよう取組んでいく。

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

-41% 22

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

90



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 18歳未満の青少年

実施結果
青少年育成委員会の事業回数　17回
地域子ども会会員数　2,327人
加茂野外音楽フェスタ出演団体数　14団体

目

的

事

業

の

概

要

事業区分

2273

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総 合 計 画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予 算 科 目

社会教育課

22
学校・家庭・地域の連携による
健やかな子どもの成長の推進

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項

予算コード

課
5

会 計

平 成
青少年健全育成事業費

1

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携2

社会教育総務費

施策目標

1

目 的 人
対象者
概 数

青少年を取り巻く社会環境の整備を助長し、その健全な成長を阻害す
るおそれのある行為から青少年を保護し、青少年の健全な育成を図る

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

法律外実施義務

事 業

部

子どもの健全育成に向けた地
域・学校での取組みの充実

市の例規

法律の
根 拠

-    17

市内地域子ども会、木津川市青少年育成委員会補助・委託先

市独自上乗せ

前年比
青少年育成委員会
事業回数 回 16 17 +6% 17

決算額の主な
内 訳

木津川市青少年育成員会への委託料として 2,205,155円、地域子ども会補助金として
682,916円、加茂野外音楽フェスタ 146,000円などを支出した。

一 般 財 源
そ の 他
（ 歳 入 ）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

Ｈ２６

3,401 3,401

-    

子ども会会員数(補
助金交付団体内） 人 2,370 2,391 +1% 2,327 -3% 2,161 -7% 

加茂野外音楽フェ
スタ出演団体数 団体 15 16 +7% 14 -7% 

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

子ども会補助金：
【京田辺市】申請団体に均等割13,000円+会員数×150円を交付
【城陽市】子ども会後援会協議会に791,000円一括支払
【宇治市】子ども会連絡協議会に290,000円
【八幡市】400円×補助対象者数
【井手町】各区(11区)一律20,000円(活動補助金)、小学生児童数×200円(行事等の保険料補助)
資料等の印刷代
【宇治田原町】均等割 5,000円、児童割 200円×児童数

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。青少年育成委員会事業は、各委員に主体的に関わるように方向付けていく。
また、かも野外音楽フェスタでは参加者が主体的に関わるように方向付けていく。

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

-13% 13

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 新成人

実施結果
実行委員会7回開催・実行委員会委員4名
成人式参加者率63.0％（参加者／対象者）

目

的

事

業

の

概

要

事業区分

2277

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

22
学校・家庭・地域の連携による
健やかな子どもの成長の推進

予算コード

課

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項
会 計

平 成
成人式事業費

1

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

主な取組

施策目標

1

目 的 人
対象者
概 数

700
新成人を祝福し、社会人として認められることを再認識し、社会
での役割と責任・責務を自覚することを促す

5

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

子どもの健全育成に向けた地
域・学校での取組みの充実

2

社会教育総務費

事 業

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

-    7

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比
実行委員会打
合せ回数

回 9 7 -22% 7

決算額の主な
内 訳

成人式会場設営に550,800円、記念写真撮影に213,840円、成人式記念品に93,960
円。成人のつどいで行った抽選会景品に76,857円などを支出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

1,156 1,156

-    

成人式参加者
数

人 451 439 -3% 476 +8% 499 +5% 

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成20年度：１会場で合同開催（会場収容数の都合により２部制での開催）。平成21年
度～：１会場で１回開催（会場は中央体育館）。平成26年度～：日程の変更（成人の日
⇒１月第二日曜日）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。実行委員会を組織し、新成人が企画・運営・準備等に参画
する体制づくりを行う。また、地域全体で新成人を祝福する体制をつくる。

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

92



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由 施設維持管理、貸館業務

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

959

-    

前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

959

電気料金及び水道料金４６５，３３７円、内部清掃委託料１５３，６００円などを支出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２７（見込）前年比

開館日数 日 360 359 -    360

決算額の主な
内 訳

法律外実施義務

-    360

補助・委託先

市独自上乗せ

事 業

市の例規

法律の
根 拠

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

3

社会教育総務費1

目 的 人
対象者
概 数

人権教育の推進及び住民福祉の向上を図る

5

平 成
教育集会所管理事業費

1

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

主な取組

施策目標

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

予算コード

課

会 計

事

業

の

概

要

事業区分

2281

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件

実施結果 貸館業務の実施

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

93



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 木津川市女性の会会員

実施結果 女性の会の主な事業実施状況  健康フェスティバル、社会見学等

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2289

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総 合 計 画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予 算 科 目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

平 成
女性教育事業費

1
款 9

教育部

年 度

目

施策目標

1

26

係
項

予算コード

課
5

会 計

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

目 的 人
対象者
概 数

120生涯学習への参加を促進し交流と学習を深める

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

社会教育総務費

法律外実施義務

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

市の例規

法律の
根 拠

事 業

-    1

女性の会補助・委託先

市独自上乗せ

前年比
補助金交付団
体数

団体 1 1 -    1

決算額の主な
内 訳

社会教育関係団体事業補助金　421,000円
女性教育講座委託料　34,000円を支出した。

一 般 財 源
そ の 他
（ 歳 入 ）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

Ｈ２６

455 455

-    

会員数（女性
の会）

人 175 140 -20% 120 -14% 87 -28% 

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成20年7月5日　木津・加茂・山城の女性の会を統一し、木津川市女性の会を発足
城陽市女性会、宇治女性の会、八幡市女性会（活動については、木津川市女性の会と同様の
活動）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。木津川市女性の会が女性の地位向上等の発展に寄与でき
るように取組んでいく。

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

94



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件

実施結果
生涯学習フェスティバルの開催（生涯学習講演会、文化協会発表会、公民館まつり、講座サー
クル発表会）
生涯学習情報誌の発行

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2293

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

平 成
生涯学習推進事業費

1
款 9

教育部

年 度

目

施策目標

1

26

係
項

予算コード

課
5

会 計

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

目 的 人
対象者
概 数

生涯学習情報誌の発行及び関連情報の提供により生涯学習の促進を
図る
生涯学習フェスティバルにおいて講演会を実施し、生涯学習の推進を
図る

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

対 象 者

施 策

社会教育総務費

法律外実施義務

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

市の例規

法律の
根 拠

事 業

皆増 0

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

延べ発行部数 部 30,000 0 皆減 28,700

決算額の主な
内 訳

木津川市生涯学習フェスティバル講師謝礼15,000円、ホール利用舞台関係委託料
80,000円、生涯学習情報誌(2年に1回発行)印刷製本費1,139,313円などを支出した。

一般財源
そ の 他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

1,294 1,294

皆減

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由
生涯学習フェスティバルの開催は継続するが、平成２７年度より生涯学習講演
会を廃止した。

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。実行委員会を活用し、受講者のニーズに合わせた講座の企画を行
う。また、市内老人クラブ連絡協議会や社会福祉協議会とも連携し、事業に取り組んで
いく。

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

他市においても同じような事業を実施

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

2,010 +2% 

349 3,724

-    

延べ事業参加
者数

人 1,900 2,007 +6% 1,971 -2% 

前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

Ｈ２６

4,073

講師への謝礼100,000円を支出、また,報告集、修了証書及び受講者募集案内の印刷代279,180円,開講式
の会場設営費として316,440円,受講生送迎用バス借上げ料として、2,295,000円を支出、社会見学委託料
として市社会福祉協議会に650,000円を支出した。

一 般 財 源
そ の 他
（ 歳 入 ）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２７（見込）前年比

事業実施回数 回 15 15 -    15

決算額の主な
内 訳

法律外実施義務

-    15

木津川市社会福祉協議会補助・委託先

市独自上乗せ

事 業

市の例規

法律の
根 拠

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

3

社会教育総務費1

目 的 人
対象者
概 数

高齢者の社会参加を図り、生涯にわたる学習課題を見つける

5

平 成
高齢者教育事業費

1

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

主な取組

施策目標

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項

年 度
事 業 名

所 管

予 算 科 目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

予算コード

課

会 計

事

業

の

概

要

事業区分

2301

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総 合 計 画

事業形態

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 市内在住の満６０歳以上の方

実施結果

主な実施事業
  開講式1回開催344名参加、7月～8月講座「健康の集い」3回開催323人参加、特別講座「近隣市町村巡
り」6回開催459人参加、社会見学3回開催316人参加、特別講座「市政について」「教養コンサート」１回開
催232人参加、閉校式１回開催297名参加。また、報告集として「こまど」800部を作成。

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。市内３団の交流を深め、各団の活動を参考としつつ、事業
内容の充実を図る。

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

昭和５６年度　山城少年少女合唱団結成。平成　６年度　加茂少年少女合唱団結成。
平成２０年度　木津少年少女合唱団結成。
（少年少女合唱団の設置状況）【城陽市】１団。【京田辺市】１団。

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

-8% 87 +1% 

2,030

-3% 

団員数 人 91 93 +2% 86

Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

2,030

決算額の主な
内 訳

木津・加茂・山城少年少女合唱団講師料1,500,000円、京都こども合唱祭・相楽合唱祭参加費
171,700円　加茂少年少女合唱団結成20周年記念冊子167,616円、発表会に伴う施設使用料
120,000円などを支出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

延べ活動日数 日 118 117 -1% 115 -2% 112

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

市の例規

法律の
根 拠

事 業

社会教育総務費

法律外実施義務

目 的 人
対象者
概 数

団員募集による団員数増加と活動内容の充実

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード

課
5

会 計

②

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

市民との連携による生涯
学習の推進

目

施策目標

1

26

係
項

平 成
少年少女合唱団育成事業費

1
款 9

教育部

年 度

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2305

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 木津川市に在住する小学１年生から中学３年生

実施結果

木津少年少女合唱団員　２１人、加茂少年少女合唱団員　４０人、山城少年少女合唱団員　３２
人
主な活動内容　相楽合唱祭、京都こども合唱祭、やましろタカラフェスティバル、老人ホーム訪
問演奏等

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由 事業を継続する。夜間管理業務委託の検討を行う。

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

-5% 24,518 -    

596 1,585

-    

延べ利用者数 人 19,133 25,747 +35% 24,518

Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

2,181

決算額の主な
内 訳

夜間休日管理委託料1,701,971円、管理用消耗品290,151円、印刷機等リース料
177,383円等を支出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

開館日数 日 352 352 -    350 -1% 350

(公社)木津川市シルバー人材センター補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

事 業

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

3

社会教育総務費

施策目標

1

目 的 人
対象者
概 数

生涯学習の充実を行うために、庁舎北別館で貸館を行う

5
会 計

平 成
庁舎北別館管理事業費

1

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

予算コード

課

事

業

の

概

要

事業区分

2726

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 庁舎北別館使用登録団体

実施結果 開館日数３５０日・延べ利用者数２４，５１８人

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件 相楽台、高の原、南加茂台、棚倉小学校区の児童

実施結果
相楽台小学校（43回）、高の原小学校（28回）、南加茂台公民館（96回）、棚倉小学校（12回）で
通年実施

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

3341

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

17
安心して、楽しみながら子育
てができる支援の充実

施策目標

26

係
項

平 成
京のまなび教室推進事業費

1
款 9

教育部 課
5

③

生涯学習係
教育費 社会教育費

子どもを安心して産み健やかに
育てられる環境づくり

1

放課後児童の居場所づく
りの推進

目 1 社会教育総務費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

1,200
小学校や公民館を活用し、放課後や週末に、子どもたちの安全・安心な居場所
を設け、地域の方々の参画を得て、子どもたちとともに勉強やスポーツ・文化活
動、地域住民との交流活動等を実施する

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

-    4

補助・委託先

市独自上乗せ

開設箇所数 箇所 4 4 -    4

決算額の主な
内 訳

地域コーディネーター・安全サポーター等謝礼　1,336,700円などを支出した。

一般財源
そ の 他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

1,675 1,062 613

-    

延べ参加者数 人 5,992 5,882 -2% 6,809 +16% 6,900 +1% 

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。各実行委員会で運営のあり方を見直すとともに、地域の人材育成の
ための取組を強化する。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成19年度～：相楽台小、高の原小、南加茂台公民館、当尾小学校で実施
平成24年度～：当尾小学校廃校、棚倉小学校で開設
（類似教室の設置状況）
向日市6　長岡京市10　大山崎町2　宇治市2　城陽市2　八幡市9　京田辺市10　久御山町3　井手
町1　宇治田原町2
精華町5　相楽東部広域連合　3　南丹市2　京丹波町2　綾部市10　福知山市1　京丹後市1　与謝
野町3

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

99



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件

実施結果
視覚障害者研修を１０月に実施し視覚障害者21名参加、聴覚障害者研修を１１月に実
施し聴覚障害者25名参加。

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

3475

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

施策目標

26

係
項

平 成
障害者教育事業費

1
款 9

教育部 課
5

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

生涯学習の充実と施設環
境の整備

目 1 社会教育総務費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

視覚障害者及び聴覚障害者の学習機会を設けるため研修会の実施

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

-    1

補助・委託先

市独自上乗せ

視覚障害者研
修

回 1 1 -    1

決算額の主な
内 訳

視覚障害者研修を１０月に実施し視覚障害者21名参加、聴覚障害者研修を１１月に実
施し聴覚障害者25名参加。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

31 31

-    

聴覚障害者研
修

回 1 1 -    1 -    1 -    

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由 視覚障害者研修会及び聴覚障害者研修会を、それぞれ１回開催

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

100



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件 市内全小・中学校

実施結果 校内環境整備、学習支援、図書室支援。

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

3509

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

22
学校・家庭・地域の連携による
健やかな子どもの成長の推進

施策目標

26

係
項

平 成
地域で支える学校教育推進事業費

1
款 9

教育部 課
5

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携2

子どもの健全育成に向けた地
域・学校での取組みの充実

目 1 社会教育総務費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

地域で支える学校教育推進事業(京都府)を活用し、学習支援・運動部
活動支援の実施など、地域ぐるみで学校を支える体制を整備すること
により、学校教育の充実を図る。

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

-    5

補助・委託先

市独自上乗せ

開設箇所数 箇所 2 5 +150% 5

決算額の主な
内 訳

地域コーディネーター等謝礼　2,166,450円などを支出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

2,436 1,585 851

-    

延べ参加者数 人 50 250 +400% 2,140 +756% 2,140 -    

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。中学校区ごとに学校支援を円滑に実施できるよう体制を整
備する。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成24年度　木津南中学校区・山城中学校区において事業実施
平成25年度　木津中学校区・木津第二中学校区・泉川中学校区において事業実施
（同事業の実施状況）【城陽市】２か所、【八幡市】４か所、【精華町】２か所。

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。自主事業の実施等、各種事業の実施により収入増加を図る
とともに、利用者サービスの向上等により利用者数の増加を図る。

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

1,841 38,389

-1% 

Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

40,230

決算額の主な
内 訳

中央・西部交流会館指定管理料　21,400,000円、臨時職員賃金　7,570,050円、夜間管理委託料
1,051,044円、光熱水費　1,839,029円、定期及び日常清掃委託料1,056,558円などを支出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

延べ利用者数 人 82,918 82,877 -    85,119 +3% 84,000

(公財)木津川市緑と文化・スポーツ振興事業団補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

事 業

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

3

交流会館費

施策目標

2

目 的 人
対象者
概 数

利用者利便性の向上等

5
会 計

平 成
交流会館管理事業費

1

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

予算コード

課

事

業

の

概

要

事業区分

2317

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 交流会館利用者

実施結果
年間延べ利用人数
中央交流会館　49,737人　西部交流会館　14,120人　東部交流会館　21,262人

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

102



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由 良好な利用環境整備を行う

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

京田辺市１館
城陽市３館

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

990 10,639

+13% 

Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

11,629

決算額の主な
内 訳

臨時職員賃金　4,200,236円、光熱水費　2,259,614円、南加茂台公民館樹木管理委託
816,465円、南加茂台公民館扉改修　518,400円、南加茂台公民館屋外倉庫更新
1,188,000円などを支出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

利用者数 人 26,781 27,237 +2% 31,587 +16% 35,773

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

事 業

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

3

公民館費

施策目標

3

目 的 人
対象者
概 数

31,587利用者が安全、快適に利用できるよう施設の維持管理

5
会 計

平 成
公民館管理事業費

1

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

予算コード

課

事

業

の

概

要

事業区分

2321

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 公民館利用者

実施結果 南加茂台公民館の倉庫改修工事、扉改修工事等の利用環境整備を行った

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

103



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件

実施結果
利用者数　31,587人
平成26年度利用者数が前年度比+16%となった。

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2325

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

施策目標

26

係
項

平 成
公民館運営事業費

1
款 9

教育部 課
5

①

生涯学習
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

生涯学習の充実と施設環
境の整備

目 3 公民館費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

31,587
市民が手軽に社会教育活動を行う場を提供すると共に、各サー
クルの研鑽と親睦の機会を提供する。

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

+16% 35,773

補助・委託先

市独自上乗せ

延べ利用者数 人 26,781 27,237 +2% 31,587

決算額の主な
内 訳

南加茂台、瓶原、当尾公民館の運営に要した金額である。
消耗品に346,743円、電話・インターネットなどの通信運搬費に260,870円、夜間休日管理委託料
に969,161円、備品購入費として277,560円などを支出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

1,902 1,902

+13% 

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。公民館の適切な配置について、社会教育委員会において検
討していく。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

京田辺市１館
城陽市３館

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

104



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件

実施結果
公民館講座数　55講座　延べ実施回数　244回
延べ受講者数　3,719人

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2337

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

施策目標

26

係
項

平 成
公民館事業費

1
款 9

教育部 課
5

①

生涯学習
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

生涯学習の充実と施設環
境の整備

目 3 公民館費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

市民が、学習を通じて社会参加することにより、自らの生活・健康・人権
に関する知識を吸収すると共に、受講生が年代・状況に応じた学習課
題を見つけ、生活改善に役立てる

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

+6% 52

補助・委託先

市独自上乗せ

講座開設数 講座 50 52 +4% 55

決算額の主な
内 訳

各講座の講師謝礼として2,025,000円。教材等の消耗品として1,073,239円。受講生の募集案内・
生涯学習フェスティバルのチラシの印刷代として396,576円。公民館まつりの舞台操作などの技
術料として669,600円などを支出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

4,467 19 992 3,456

-5% 

延べ講座実施
日数

日 224 221 -1% 244 +10% 242 -1% 

延べ受講者数 人 3,636 3,418 -6% 3,719

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。
利用者アンケートを実施し、受講者のニーズを的確に捉え、魅力ある講座の
構築を図る。

-5% 

コ
ス
ト

+9% 3,531

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

公民館講座開設数及び延べ受講者数
京田辺市：１８講座、３，３０５人　※公民館講座延べ受講者数は他公民館事
業参加者数を含む　城陽市：２講座、１２４人

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由 施設・設備類の点検を行い、修繕の必要な個所は早急に対応する

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

68 8,210

-1% 

Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

8,278

決算額の主な
内 訳

中央図書館における施設などの維持管理に要した経費である。
主な支出内容は、電気料金および上下水道料金4,299,716円、清掃委託料1,215,359円、エレ
ベータ保守点検委託料500,256円などである。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

開館日数 日 277 265 -4% 281 +6% 277

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

事 業

目 的 人
対象者
概 数

中央図書館の施設保守管理

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策 ①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

図書館費

施策目標

4

26

係
項

予算コード

課
5

会 計

平 成
中央図書館管理事業費

1
款 9

教育部

年 度

目

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2350

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 市内在住、在勤、在学、及び相楽郡内、井手町に居住していること

実施結果 開館日数　２８１日

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件 市内在住、在勤、在学、及び相楽郡内、井手町に居住していること

実施結果 開館日数281日

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2351

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総 合 計 画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予 算 科 目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

施策目標

26

係
項

平 成
加茂図書館管理事業費

1
款 9

教育部 課
5

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

生涯学習の充実と施設環
境の整備

目 4 図書館費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

加茂図書館の施設保守管理

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

+6% 277

補助・委託先

市独自上乗せ

開館日数 日 277 265 -4% 281

決算額の主な
内 訳

加茂図書館における施設などの維持管理に要した経費である。
主な支出内容は、電気料金2,229,745円、清掃委託料883,904円などである。

一 般 財 源
そ の 他
（ 歳 入 ）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

Ｈ２６

3,212 3,212

-1% 

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由 施設・設備類の点検を行い、修繕の必要な個所は早急に対応する。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

H22年5月 加茂図書館を加茂支所1階に移設

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件 市内在住、在勤、在学、及び相楽郡内、井手町に居住していること

実施結果
開館日数　２８６日
煙感知器取り替え

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2352

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

施策目標

26

係
項

平 成
山城図書館管理事業費

1
款 9

教育部 課
5

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

生涯学習の充実と施設環
境の整備

目 4 図書館費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

山城図書館の施設保守管理

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

+5% 283

補助・委託先

市独自上乗せ

開館日数 日 282 272 -4% 286

決算額の主な
内 訳

山城図書館における施設などの維持管理に要した経費である。
主な支出内容は、電気料金および上下水道料金2,023,678円、冷暖房用灯油代
563,420円、清掃委託料635,200円などである。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

4,083 4,083

-1% 

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由 施設・設備類の点検を行い、修繕の必要な個所は早急に対応する

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 市内在住、在勤、在学、及び相楽郡内、井手町に居住していること

実施結果
新規購入蔵書冊数　6,051 冊
貸出冊数　338,608冊　・　蔵書冊数　149,101冊
蔵書回転率　2.3 回

目

的

事

業

の

概

要

事 業 区 分

2354

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文化
の創造

総 合 計 画

事 業 形 態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予 算 科 目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づく
り

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項

予算コード

課
5

会 計

平 成
中央図書館運営事業費

1

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

図書館費

施策目標

4

目 的 人
対象者
概 数

資料の収集･提供という図書館の基本サービスの一層の充実を図り、
市民の生涯学習を支援する。

プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

対 象 者

施 策

法律外実施義務

事 業

部

生涯学習の充実と施設環境
の整備

市の例規

法律の
根 拠

+2% 152,000

補助・委託先

市独自上乗せ

前 年 比

蔵書数 冊 140,078 146,757 +5% 149,101

決算額の主な
内 訳

図書購入のために390,000円の寄附があった。主な支出内容は、臨時職員賃金4,841,371円、
図書等購入費7,039,965円、新聞・雑誌・図書館運営用の消耗品費2,670,548円、移動図書館バ
ス運行業務委託料1,705,104円、図書館システム賃借料5,833,800円などである。

一 般 財 源
そ の 他
（ 歳 入 ）

決 算 額 （ 千 円 ）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前 年 比 Ｈ２７（見込） 前 年 比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

Ｈ２６

26,267 427 25,840

+2% 

延べ利用者数 人 65,554 61,093 -7% 82,296 +35% 82,300 -    

貸出冊数 冊 348,933 322,829 -7% 338,608 +5% 

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

・移動図書館の実施状況（京田辺市：平成25年度）：巡回回数434回、巡回ステーション22か所、
利用者数3,425人
※城陽市は、開館当初から実施なし
・京田辺市立中央図書館（平成25年度）：貸出冊数569,112冊、蔵書冊数266,853冊、蔵書回転
率（市全体）2.65回
・城陽市立図書館（ｺﾐｾﾝ含む・平成25年度）：貸出冊数493,493冊、蔵書冊数303,060冊、蔵書回
転率1.7回

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。市民に役立つ図書館を目指し、資料の収集・貸出を中心に図書館
サービスを推進する。

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

+5% 355,000

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 市内在住、在勤、在学及び相楽郡内、井手町に居住していること

実施結果
新規購入図書冊数　3,940冊
貸出冊数　160,873冊　蔵書冊数　70,901冊
蔵書回転率　2.3回

目

的

事

業

の

概

要

事業区分

2355

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項

予算コード

課
5

会 計

平 成
加茂図書館運営事業費

1

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

図書館費

施策目標

4

目 的 人
対象者
概 数

資料の収集･提供という図書館の基本サービスの一層の充実を
図り、市民の生涯学習を支援する。

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

法律外実施義務

事 業

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

市の例規

法律の
根 拠

+3% 73,000

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

蔵書数 冊 66,584 68,681 +3% 70,901

決算額の主な
内 訳

図書購入のために330,000円の寄附があった。主な支出内容は、臨時職員賃金
7,476,332円、図書等購入費4,079,976円、新聞・雑誌・図書館運営用の消耗品費
1,389,860円などである。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

14,097 339 13,758

+3% 

延べ利用者数 人 36,658 34,922 -5% 41,848 +20% 42,000 -    

貸出冊数 冊 153,707 152,732 -1% 160,873 -    

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

メールマガジン開始

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。市民に役立つ図書館を目指し、資料の収集・貸出を中心に
図書館サービスを推進する。

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

+5% 161,000

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

+5% 133,000

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。市民に役立つ図書館を目指し、資料の収集・貸出を中心に
図書館サービスを推進する。

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

メールマガジン開始

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

+22% 34,000 +6% 

貸出冊数 冊 134,248 125,633 -6% 132,539 -    

890 10,807

+1% 

延べ利用者数 人 27,786 26,305 -5% 32,077

Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

Ｈ２６

11,697

決算額の主な
内 訳

図書購入のために880,000円の寄附があった。主な支出内容は、臨時職員賃金
4,567,565円、図書等購入費4,628,955円、新聞・雑誌・図書館運営用の消耗品費
1,397,733円などである。

一 般 財 源
そ の 他
（ 歳 入 ）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

蔵書数 冊 90,375 92,238 +2% 95,252 +3% 96,000

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

事 業

目 的 人
対象者
概 数

資料の収集･提供という図書館の基本サービスの一層の充実を
図り、市民の生涯学習を支援する。

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策 ①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

図書館費

施策目標

4

26

係
項

予算コード

課
5

会 計

平 成
山城図書館運営事業費

1
款 9

教育部

年 度

目

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予 算 科 目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2356

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総 合 計 画

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件 市内在住、在勤、在学、及び相楽郡内、井手町に居住していること

実施結果
新規購入冊数  4,029冊
貸出冊数 132,539冊   蔵書冊数　95,252冊
蔵書回転率  1.4回

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。今後の市立図書館のあり方と将来像について明確にし、特
色ある図書館づくりについて協議を進める。

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

121

+50% 

Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

121

決算額の主な
内 訳

図書館協議会（9人）を2回開催し、委員報酬として114,000円などを支出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

開催回数 回 2 2 -    2 -    3

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

事 業

目 的 人
対象者
概 数

木津川市立図書館長の諮問機関である木津川市立図書館協議会委員から図
書館事業について意見を求め、その意見を参考によりよい図書館運営を目指
す。

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策 ①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

図書館費

施策目標

4

26

係
項

予算コード

課
5

会 計

平 成
図書館協議会事業費

1
款 9

教育部

年 度

目

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2361

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件

実施結果
委員数９人
協議会開催回数　２回

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

文化財整理保管センターは南加茂台地域汚水処理施設の跡地利用として平成7年か
ら使用開始。
文化財整理保管センター分室は恭仁保育所の跡地利用として平成22年から使用開
始。
近隣類似事業：城陽市歴史民俗資料館

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。史跡恭仁宮跡への見学者に文化財整理保管センター分室を広報す
る。

2,305

-    

事 業 実 施
総 計 推 進

前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

Ｈ２６

2,305

決算額の主な
内 訳

木津川市文化財整理保管センターの施設使用許可手続きや維持管理を南加茂台シルバークラブに委託
（288,000円）。木津川市文化財整理保管センター分室の維持管理を瓶原まちづくり協議会に委託（288,000
円）。文化財整理保管センター、同分室、恭仁宮跡発掘調査事務所（瓶原）および埋蔵文化財収蔵庫（棚
倉）の維持管理所要経費（光熱水費など）などを支出。

一 般 財 源
そ の 他
（ 歳 入 ）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

市独自上乗せ

開館日数 日 290 290 -    290

事 業

-    290

補助・委託先

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

目 的 人
対象者
概 数

埋蔵文化財に限らず、収集資料の保存管理が出来て、一般の閲覧や展示など
の啓発活動も行う。平成２２年度に開所した恭仁分室では恭仁宮跡に関する資
料・情報を充実して展示する。

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

①

文化財保護係
教育費 社会教育費

歴史・文化の保全・活用1

歴史的文化的遺産の保全
と活用

目 5 文化財保護費
係

項

平 成
文化財整理保管センター及び発掘調査事務所維持管理事業費

1
款 9

教育部 課
5

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予 算 科 目

文化財保護室

1 歴史・文化の保全・活用

施策目標

26

事業区分

2385

基本方針 1
個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

総 合 計 画

事業形態

備
考

要 件

実施結果
文化財整理保管センター利用者数　150人　同分室利用者数 4,637人
木津川市文化財整理保管センター分室において史跡恭仁宮跡見学者のため紹介ＤＶＤの上映
や出土遺物等を展示。その他、木津川市内所在の文化財パンフレット等も配備した。

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

+1% 5,000 +4% 
文化財整理保管セ
ンター及び同分室
利用者数

人 5,731 4,751 -17% 4,787

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件

実施結果

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2613

基本方針 1
個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

文化財保護室

1 歴史・文化の保全・活用

施策目標

26

係
項

平 成
文化財公開管理事業費

1
款 9

教育部 課
5

①

文化財保護係
教育費 社会教育費

歴史・文化の保全・活用1

歴史的文化的遺産の保
全と活用

目 5 文化財保護費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

史跡地に隣接してお住まいの方や史跡地内で農作業に従事されている方々
にとって、公有地の荒廃はきわめて深刻な問題で、環境劣化に対する批判も
強く、史跡保全のためにも環境維持活動が不可欠である

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

+6% 146,000

補助・委託先

市独自上乗せ

公有地等環境
維持対象面積

㎡ 79,000 102,000 +29% 108,000

決算額の主な
内 訳

鹿背山瓦窯跡整備として盛土造成等工事をＵＲ都市機構に委託（10,848,320円）。史跡恭仁宮跡内公有
地の管理を瓶原まちづくり協議会に委託。（除草・コスモス等花卉栽（7,485,052円）、仮整備地（約１ha）の
清掃等維持管理（1,209,600円））。その他の史跡等の除草作業・剪定作業をシルバー人材センターに委
託（3,709,912円）。上人ケ平遺跡公園トイレ等維持管理を緑化協会に委託（185,160円）。

一般財源
その他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

25,323 9,500 15,823

+35% 

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。文化財保護室管理地（恭仁宮跡・椿井大塚山古墳・高麗寺跡・上人
ケ平遺跡公園・石のカラト古墳・上津遺跡・梅谷瓦窯跡・城址公園）を有功活用するた
め維持管理を実施する。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

昭和６３年３月３１日、京都府加茂町教育委員会策定「史跡山城国分寺跡保存管理計画策定
報告書」、平成１８年３月３１日京都府加茂町教育委員会策定「史跡山城国分寺跡・恭仁宮跡
保存管理計画策定報告書」。昭和３２年７月１日史跡山城国分寺跡指定。平成１９年２月６日
名称変更及び史跡追加指定「史跡恭仁宮跡（山城国分寺跡）」、平成２０年７月２８日史跡追加
指定、平成２２年２月２２日史跡追加指定。平成14年3月31日山城町策定「史跡高麗寺跡保存
活用計画策定報告書」、平成22年2月22日史跡追加指定。
平成14年3月29日山城町策定「史跡椿井大塚山古墳保存管理計画策定報告書」

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

114



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件 文化財所有者

実施結果 補助金交付36件

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2621

基本方針 1
個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

文化財保護室

1 歴史・文化の保全・活用

施策目標

26

係
項

平 成
指定等文化財修理等補助事業費

1
款 9

教育部 課
5

①

文化財保護係
教育費 社会教育費

歴史・文化の保全・活用1

歴史的文化的遺産の保
全と活用

目 5 文化財保護費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

150
国･府･市指定文化財及び未指定でも文化財価値の高いものを保全･保
護していくもので、所有者が実施する保全事業に対して、指導助言を行
なうとともに、事業費の一部を補助する

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

-27% 33

文化財所有者補助・委託先

市独自上乗せ

補助金交付申
請件数

件 37 49 +32% 36

決算額の主な
内 訳

特別名勝・史跡浄瑠璃寺庭園の保存修理事業、神童寺重要文化財愛染明王坐像他２の修繕事業など、
国指定文化財保全修理・防災設備設置事業補助金として4,284,000円を交付した。国指定や府指定・登録
文化財の維持管理（防災設備保守点検など）として、1,536,000円を交付した。
社寺等未指定文化財の修理として、3,953,000円を交付した。その他、指定文化財などに対する維持管理
費として補助金708,000円を交付した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

10,481 10,481

-8% 

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。文化財の防犯防災事業及び保全修理事業に対して補助金
を交付する。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

115



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件 歴史愛好家等

実施結果
ふれあい文化講座を年４回開催した。また６つの「文化財愛護団体」に対して補助金を
交付した。

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2625

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

文化財保護室

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

施策目標

26

係
項

平 成
文化財保護啓発事業費

1
款 9

教育部 課
5

③

文化財保護係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

市民との連携による歴史学
習の推進と文化財の公開

目 5 文化財保護費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

市内所在の文化財の紹介、保全修理などの調査、資料収集の保管等

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

-    4

文化財愛護団体補助・委託先

市独自上乗せ

延べ講座開催
回数

回 4 4 -    4

決算額の主な
内 訳

木津川市ふれあい文化講座（８講座、８人の講師を招聘）の講師に報償費を支払った
（400,000円）。市内の文化財愛護団体の活動に対して補助金を交付した（400,000
円）。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

885 885

-    

延べ講座参加
者数

人 678 400 -41% 690 +73% 640 -7% 

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由 事業を継続する。ふれあい文化講座を年４回開催する。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成8年～ふれあい文化講座開始。

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

116



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件

実施結果
文化財保護活用基本計画について文化財保護審議会に諮問し、26年度、27年度の2か年で計画を取りま
とめる。26年度の審議会では計3回の審議が行われた。また、前年度から継続審議となっていた市指定文
化財候補2件（海住山寺縁起絵巻・橋柱寺縁起絵巻）について、審議会より答申を受け、市指定を行った。

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2629

基本方針 1
個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

文化財保護室

1 歴史・文化の保全・活用

施策目標

26

係
項

平 成
文化財保護経常事業費

1
款 9

教育部 課
5

①

文化財保護係
教育費 社会教育費

歴史・文化の保全・活用1

歴史的文化的遺産の保
全と活用

目 5 文化財保護費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

10
木津川市内各種文化財保護のために必要な各種基礎的経常的な業務
を推進する

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

-    4

補助・委託先

市独自上乗せ

審議会活動回
数

回 1 3 +200% 3

決算額の主な
内 訳

木津川市文化財保護審議会を３回開催し、委員報酬を支出した。（172,000円）
その他、文化財保護事務に関わる旅費、消耗品費、通信運搬費等を支出。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

540 540

+33% 

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。27年度において文化財保護活用基本計画の策定を完了さ
せる。また、新たな市指定文化財の指定に向けて取り組む。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

117



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件

実施結果
高麗寺跡中心部（金堂跡・塔跡）の整備に関する実施設計、当該年度整備工事箇所における一
部施工を行った。

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2633

基本方針 1
個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

文化財保護室

1 歴史・文化の保全・活用

施策目標

26

係
項

平 成
高麗寺跡整備事業費

1
款 9

教育部 課
5

①

文化財保護係
教育費 社会教育費

歴史・文化の保全・活用1

歴史的文化的遺産の保
全と活用

目 5 文化財保護費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

木津川市民としてのアイデンティティの確保と郷土愛の醸成を目的と
し、歴史学習・体験活動の拠点とするとともに、史跡の保全と文化・観
光資源としての活用を図るために史跡公園整備を行う

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

+160% 907

補助・委託先

市独自上乗せ

当該年度史跡等
整備予定面積

㎡ 462 130 -72% 338

決算額の主な
内 訳

史跡高麗寺跡の整備を進めるため、高麗寺跡史跡整備委員会を２回開催し、委員報酬を支出（98,000円）
した。また、金堂跡、塔跡の整備に向けた実施設計を実施するとともに、盛土造成及び排水路設置等の環
境整備工事を実施し、実施設計・監理委託費として1,890,000円、環境整備工事費として2,991,600円を支
出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

5,181 2,500 2,681

+168% 

当該年度整備率
（整備済面積/整
備予定面積）

％ 32 34 +6% 37 +9% 48 +30% 

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。史跡整備委員会による中心部分（金堂跡・塔跡）の実施設計案承認
と当該年度整備工事箇所における一部施工を行う。次年度以降に実施する史跡中心
部の整備工事の前に塔跡心礎を発掘調査し三次元写真測量を実施する。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成１４年３月３１日、「史跡高麗寺跡保存活用計画策定報告書」（京都府山城町文化財保存管
理計画策定報告書第１集）において史跡整備方針・構想を公表。合併による引継事項。
相楽地域内での史跡整備事業は初めてであり、近隣では、城陽市の森山遺跡、正道官衙遺跡
等の例がある。

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

118



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

昭和６３年３月３１日京都府加茂町教育委員会策定「史跡山城国分寺跡保存管理計画策定報告
書」。平成１８年３月３１日京都府加茂町教育委員会策定「史跡山城国分寺・恭仁宮跡保存管理
計画策定報告書」。昭和３２年７月１日史跡指定「山城国分寺跡」。平成１９年２月６日名称変更及
び史跡追加指定「史跡恭仁宮跡（山城国分寺跡）」。平成２０年７月２８日史跡追加指定。平成２２
年２月２２日史跡追加指定。

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。当初公有化する土地所有者との交渉を進め、早期の公有化
を目指す。

47.67 +3% 皆減

4,256 4,768

皆減

恭仁宮跡公有化
率（公有化済面
積/史跡等面積）

％ 43.9 46.13 +5% 

前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

43,075 34,051

決算額の主な
内 訳

史跡指定地の保全を目的に、史跡恭仁宮跡（山城国分寺跡）の公有化を進めた。
史跡恭仁宮跡（山城国分寺跡）において、第１種保存地区内の用地取得（２筆、2,813㎡、
42,564,800円）を行った。

一般財源
そ の 他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

市独自上乗せ

当該年度史跡
等買上面積

㎡ 2,745 3,704 +35% 2,813

事 業

-24% 

補助・委託先

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

目 的 人
対象者
概 数

200
史跡の保存を目的に、地権者に対して一定の行為の制限を行なっている。これ
に対して、その補償措置として制限を加えた土地の買収を行なうことで、遺跡を
護ることを目的とする。

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

①

文化財保護係
教育費 社会教育費

歴史・文化の保全・活用1

歴史的文化的遺産の保全
と活用

目 5 文化財保護費
係

項

平 成
史跡等買上事業費

1
款 9

教育部 課
5

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

文化財保護室

1 歴史・文化の保全・活用

施策目標

26

事業区分

2637

基本方針 1
個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

総合計画

事業形態

備
考

要 件 史跡範囲内史跡指定同意・未同意者

実施結果 史跡恭仁宮跡買収面積＝３７０４㎡、建物補償（建物等計１棟）

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
宗教法人浄瑠璃寺から依頼のあった浄瑠璃寺庭園改修に伴う発掘調査受託事業は２
６年度で終了。
事業は継続し、発掘調査の必要が生じた場合は、当事業で対応を行う。

2,982

皆減

前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

2,982

決算額の主な
内 訳

浄瑠璃寺から特別名勝・史跡庭園保存修理に伴う発掘調査を受託した。発掘調査業務委託料
として2,484,000円、基礎整理委託料として498,000円を支出した。財源として、浄瑠璃寺からの
埋蔵文化財発掘調査事業費受託事業収入2,982,000円を充当した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

市独自上乗せ

発掘調査実施
件数

件 1 1 -    2

事 業

+100% 

補助・委託先

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

目 的 人
対象者
概 数

史跡・特別名勝浄瑠璃寺庭園保存改修事業を実施するにあたり
庭園内の発掘調査を受託し実施する。

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

①

文化財保護係
教育費 社会教育費

歴史・文化の保全・活用1

歴史的文化的遺産の保
全と活用

目 5 文化財保護費
係

項

平 成
発掘調査等受託事業費

1
款 9

教育部 課
5

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

文化財保護室

1 歴史・文化の保全・活用

施策目標

26

事業区分

2645

基本方針 1
個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

総合計画

事業形態

備
考

要 件 市内遺跡範囲内開発業者

実施結果

宗教法人浄瑠璃寺から依頼のあった浄瑠璃寺庭園改修に伴う発掘調査（平成２３～２６年度で
実施予定）を木津川市教育委員会が受託した。昭和５０年度の調査結果の追認と未調査部分
の地下遺構を確認し、庭園修理の参考資料とすることを目的として調査を開始した。また、報告
書作成のため出土遺物等の基礎整理作業も受託した。

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件

実施結果

椿井大塚山古墳北西端の石垣のゆるみを修復を検討する為発掘調査を行い今後の修復方法
等に関する基礎資料を得た。大規模開発に伴う試掘確認調査として上狛北遺跡の発掘調査を
実施した。鹿背山城跡発掘調査の整理作業を実施するとともに鹿背山城跡地形測量調査を併
せて実施した。

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2649

基本方針 1
個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

文化財保護室

1 歴史・文化の保全・活用

施策目標

26

係
項

平 成
市内遺跡発掘調査事業費

1
款 9

教育部 課
5

①

文化財保護係
教育費 社会教育費

歴史・文化の保全・活用1

歴史的文化的遺産の保全
と活用

目 5 文化財保護費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

木津川市内重要遺跡の開発に備えた保存のための範囲・内容確認調査や史跡
の現状変更に対応した確認調査，出土遺物等の保存科学処理，開発指導のた
めの遺跡の詳細分布調査を実施し、市内埋蔵文化財等の保護を行うとともに、
現地説明会等の公開を通して文化財保護思想の普及・啓発を行う

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

-    0

補助・委託先

市独自上乗せ

発掘調査実施
件数

件 2 2 -    2

決算額の主な
内 訳

椿井大塚山古墳北西端の石垣の修復を検討するため、発掘調査を行ったっほか、上狛北遺跡の発掘調査
を行い、これらの費用として土砂掘削業務委託料（1,945,080円）を支払った。鹿背山城跡発掘調査整理作
業を実施し、発掘調査補助員等賃金（411,870円）を支出した。また、鹿背山城跡地形測量調査費（1,532,520
円）を支出した。鹿背山城発掘調査委員会を開催し、委員に報酬などを支出した（報酬49,000円、費用弁償
8,740円）。

一般財源
そ の 他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

4,652 2,250 1,125 1,277

皆減

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。継続している鹿背山城跡の地形測量を実施するとともに、今
後の史跡指定に向け、文献史料調査を実施する。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成20年～23年度馬場南遺跡発掘調査　　平成20年～鹿背山城跡発掘調査
昭和62年～恭仁宮跡発掘調査
近隣類似事業：城陽市　宇治市　八幡市

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件

実施結果 史跡恭仁宮跡の整備・活用について、関係機関と調整を行った。

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

3352

基本方針 1
個性を活かした魅力ある
地域文化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

文化財保護室

1 歴史・文化の保全・活用

施策目標

26

係
項

平 成
史跡恭仁宮跡整備活用事業費

1
款 9

教育部 課
5

①

文化財保護係
教育費 社会教育費

歴史・文化の保全・活用1

歴史的文化的遺産の保
全と活用

目 5 文化財保護費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

史跡恭仁宮跡の整備・活用

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

-    

補助・委託先

市独自上乗せ

当該年度仮整
備済面積

㎡ 0 0 -    0

決算額の主な
内 訳

事業実施（整備活用委員会の開催）に至らなかったため、事業費はなし。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

0 0 0 0 0 0

-    

仮整備率（仮整
備済面積/整備
予定面積）

％ 0 0 -    0 -    -    

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。史跡山城国分寺塔跡部分の公有化が進捗したことにより周辺部分と
便益施設の整備が可能か検討する。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

昭和６３年３月３１日、京都府加茂町教育委員会策定「史跡山城国分寺跡保存管理計画策定報
告書」、平成１８年３月３１日京都府加茂町教育委員会策定「史跡山城国分寺跡・恭仁宮跡保存
管理計画策定報告書」。昭和３２年７月１日史跡山城国分寺跡指定。平成１９年２月６日名称変
更及び史跡追加指定「史跡恭仁宮跡（山城国分寺跡）」、平成２０年７月２８日史跡追加指定、平
成２２年２月２２日史跡追加指定。平成14年3月31日山城町策定「史跡高麗寺跡保存活用計画
策定報告書」、平成22年2月22日史跡追加指定。

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件

実施結果 センター貸館業務

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2397

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

施策目標

26

係
項

平 成
青少年センター運営事業費

1
款 9

教育部 課
5

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

生涯学習の充実と施設環
境の整備

目 6 青少年センター費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

青少年の健全な育成と住民相互の連帯を育てる

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

-    300

補助・委託先

市独自上乗せ

開館日数 日 300 300 -    300

決算額の主な
内 訳

管理人委託料360,000円(ふるさと案内かも)及び光熱水費1,069,028円などを支出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

2,053 616 1,437

-    

延べ利用者数 人 13,074 12,605 -4% 9,706 -23% 9,900 +2% 

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。利用者が安全、快適に利用できるよう施設の維持管理、運
営を行う。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由 事業を継続する。指定管理者と連携を図りながら適切な管理運営を行う。

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成25年度指定管理者制度導入

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

-37% 40,000 -    

35,416

-    

延べ利用者数 人 73,663 63,220 -14% 39,931

Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

35,416

決算額の主な
内 訳

指定管理管理料　32,350,000円、駐車場土地賃借料　2,568,820円、修繕費　496,800円
を支出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

開館日数 日 292 291 -    292 -    292

（公財）木津川市緑と文化・スポーツ振興事業団補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

市の例規

法律の
根 拠

事 業

加茂文化センター運営費

法律外実施義務

目 的 人
対象者
概 数

市民の文化活動に寄与し、生活の向上と文化芸術の普及振興
を図ると同時に、住民の交流、自治活動の拠点と為す

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード

課
5

会 計

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

生涯学習の充実と施設環
境の整備

目

施策目標

7

26

係
項

平 成
加茂文化センター管理運営事業費

1
款 9

教育部

年 度

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2413

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件

実施結果 指定管理者制度を導入した

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件

実施結果 入場者数を増加させるため、主催事業の充実を図った

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2437

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総 合 計 画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予 算 科 目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

施策目標

26

係
項

平 成
プラネタリウム館事業費

1
款 9

教育部 課
5

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

生涯学習の充実と施設環
境の整備

目 8 プラネタリウム館運営費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

天体観測を通して創造性豊かな青少年の育成を図る

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

+19% 23

補助・委託先

市独自上乗せ

事業実施回数 日 18 21 +17% 25

決算額の主な
内 訳

主要事業として、年間25回のイベントを開催し、講師料として120,000円などを支出した。

一 般 財 源
そ の 他
（ 歳 入 ）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

Ｈ２６

342 342

-8% 

延べ事業参加
者数

人 1,106 1,122 +1% 1,101 -2% 1,200 +9% 

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。加茂青少年山の家とのタイアップした事業を検討し、実施す
る。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

【城陽市】ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ（文化パルク城陽・コスモホール内）。【木津川市】きっづ光科学館「ふぉと
ん」（ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ映像追加）原子力研究開発機構　財団法人 大阪科学技術センター運営。【奈良
市】ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ「ｷｯｽﾞﾄﾞｰﾑｼｱﾀｰ」（奈良市教育センター内、市民・在勤者のみ）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件

実施結果 市外学校・施設への広報活動を行った結果、有料団体観覧者が増加した。

目

的

事

業

の

概

要

事業区分

2445

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総 合 計 画

事業形態

年 度
事 業 名

所 管

予 算 科 目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

予算コード

課

会 計

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項

平 成
プラネタリウム館運営事業費

1

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

主な取組

施策目標

8

目 的 人
対象者
概 数

天体観測を通して創造性豊かな青少年育成を図る

5

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

生涯学習の充実と施設環
境の整備

3

プラネタリウム館運営費

事 業

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

-    258

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

開館日数 日 258 258 -    258

決算額の主な
内 訳

臨時職員賃金2,782,230円,上映機器保守料1,447,200円,光熱水費2,096,873円,機械警備委託料
777,600円などを支出した。
また、番組用簡易全天周プロジェクター1,998,000円を購入した。

一 般 財 源
そ の 他
（ 歳 入 ）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

Ｈ２６

12,547 907 375 11,265

-    

延べ利用者数 人 4,468 4,579 +2% 3,948 -14% 4,000 +1% 

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

【城陽市】ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ（文化パルク城陽・コスモホール内）。【木津川市】きっづ光科学館「ふぉと
ん」（ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ映像追加）原子力研究開発機構　財団法人 大阪科学技術センター運営。【奈良
市】ﾌﾟﾗﾈﾀﾘｳﾑ「ｷｯｽﾞﾄﾞｰﾑｼｱﾀｰ」（奈良市教育センター内、市民・在勤者のみ）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由
事業を拡充する。広報活動に力を入れ、事業の周知を図る。また、大人用ソフ
トや授業用ソフトの整備を進め、利用者の増加を図る。

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了

126



（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

【城陽市】青少年野外活動総合センター「友愛の丘」、財団運営。【京田辺市】野外活動
センター「竜王こどもの王国」（青少年宿泊施設）市教委直営。【和束町】京都府立青少
年山の家　財団運営。【宇治市】総合野外活動センター「アクトパル宇治」公益財団法
人運営。

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由

事業を継続する。快適で安全な教育施設として、大規模改修を京都府に要請し、回答
待ちの状態である。山の家の自主事業及び、隣接するプラネタリウム館との共同事業
を推進し、利用者増を図る。また、懸案であった青少年育成施設（テニスコート）及び大
風呂の改修などの環境整備を行い、更に安全、快適に利用いただく中で利用者増を図
る。

9,324 +13% 9,400 +1% 

5,622 6,645

-    

延べ利用者数 人 9,019 8,242 -9% 

前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

12,267

決算額の主な
内 訳

臨時職員賃金3,116,500円,宿泊客に提供する食事代1,767,095円、光熱水費1,182,855円、夜間
管理委託1,151,700円、布団リース料455,298円。障害者トイレの漏水や屋根の漏水などに対す
る緊急修繕料1,251,623円,棚や駐車場の改修費に996,040円などを支出した。

一般財源
そ の 他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

市独自上乗せ

開館日数 日 307 307 -    307

事 業

-    307

補助・委託先

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

目 的 人
対象者
概 数

青少年教育を目的とした利用者に快適な教育施設の提供の場と
する

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

生涯学習の充実と施設環
境の整備

目 9 山の家運営費
係

項

平 成
山の家運営管理事業費

1
款 9

教育部 課
5

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

施策目標

26

事業区分

2449

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

備
考

要 件

実施結果 客室用エアコン１台の更新を行い、良好な施設管理運営に努めた

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件

実施結果

スポーツ振興事業として、水泳教室、テニス教室、ジュニアテニス教室、フットサル教室や、サンガF.C.に
よる子どもサッカー教室、不動川多目的広場の平日の空きを利用したグラウンドゴルフDAYを実施した。
文化振興事業として、映画会・落語会・狂言会・演歌公演等を実施するとともに、カルチャー教室２８事業
を開催した。
全施設共使用率が前年度を上回った。

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

3393

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

施策目標

26

係

項

平 成
山城総合文化センター等管理運営事業費

1

款 9

教育部 課

5

①

生涯学習係

教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

生涯学習の充実と施設環
境の整備

目 10
山城総合文化センター等
運営費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー

ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

経費の削減及び利用者利便性の向上

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

+6% 49,000

（公財）木津川市緑と文化・スポーツ振興事業団補助・委託先

市独自上乗せ

延べ利用者数（山
城総合文化セン
ター）

人 51,095 46,552 -9% 49,232

決算額の主な
内 訳

施設指定管理料　52,000,000円、空調設備改修工事　7,504,164円などを支出した。

一般財源
その他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

61,625 58,585

-    

前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

文化施設　【城陽市】文化パルク城陽、【宇治市】宇治市文化会館、【八幡市】八幡市文化セン
ター、プール施設　【京田辺市】田辺公園プール、【城陽市】城陽市立市民プール

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由 事業を継続する。指定管理者と連携を図りながら適切な管理運営を行う。

49,000

コ
ス
ト

3,040

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

-70% 

延べ利用者数（山
城プール、不動
川・上狛駅東公
園）

人 157,662 168,905 +7% 163,575 -3% 

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

備
考

要 件 施設利用許可者

実施結果 施設の管理運営

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

3575

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総 合 計 画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予 算 科 目

社会教育課

23
生涯学習の推進と環境づ
くり

施策目標

26

係
項

平 成
当尾の郷会館管理事業費

1
款 9

教育部 課
5

①

生涯学習係
教育費 社会教育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

生涯学習の充実と施設環
境の整備

目 11 当尾の郷会館運営費

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

目 的 人
対象者
概 数

利用者の交流や生涯学習の振興等、ゆとりある市民生活に寄
与する

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

事 業

+175% 4,000

補助・委託先

市独自上乗せ

利用者数 人 1,608 皆増 4,414

決算額の主な
内 訳

光熱水費 696,575円、消耗品費 116,929円、施設管理委託料 435,186円、施設の修繕料
521,757円などを支出した。

一 般 財 源
そ の 他
（ 歳 入 ）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

Ｈ２６

2,121 56 2,065

-9% 

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。利用者が安全、快適に利用できるよう施設の維持管理、運
営を行う。

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 務 事 業 評 価 調 査 票 新規

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由 事業を継続する。スポーツ推進委員の配置及びスポーツ教室等を開催する。

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

合併前より体育指導員として、自治体のスポーツ推進のために活動。平成２３年度のスポーツ
基本法の改正に伴い名称をスポーツ推進委員に変更。木津川市のスポーツ推進のための事業
の実施及び連絡調整、地域住民と行政のコーディネーター役をする。

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

+7% 5,000 -6% 

1,960

+6% 

延べ事業参加
者数

人 3,792 4,962 +31% 5,322

Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（ 歳 入 ）

府
（ 歳 入 ）

市 債
（ 歳 入 ）

Ｈ２６

1,960

決算額の主な
内 訳

市スポーツ推進委員の会が主管する事業として、ジュニアドッジボール大会、ニュースポーツを楽しむ日、
小学生陸上教室を実施した。また、各種団体から依頼された事業に委員を派遣（１４回）し、市民スポーツ
の普及・振興を図り、さらに市独自の研修会の実施や上部団体の研修会などに参加し、知識および技術
の習得に努めた。本市のスポーツ推進委員は総数２４人で、１人あたりの報酬は、年額で委員長 48,000
円・同委員 43,000円である。

一 般 財 源
そ の 他
（ 歳 入 ）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比
スポーツ推進
委員活動回数

回 54 50 -7% 47 -6% 50

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

事 業

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

スポーツ活動の促進

3

保健体育総務費

施策目標

1

目 的 人
対象者
概 数

市民のスポーツ振興のための組織の育成及び指導を行う

6
会 計

平 成
スポーツ推進委員事業費

1

①

社会体育係
教育費 保健体育費

生涯にわたる学習機会の充実

実

施

方

法

款 9
教育部

年 度

目

26

係
項

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予 算 科 目

社会教育課

24 生涯スポーツの充実

予算コード

課

事

業

の

概

要

事業区分

2461

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総 合 計 画

事業形態

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件

実施結果
スポーツ推進委員２４人（定数４０名）・スポーツ推進委員会議７回、近畿スポーツ推進委員研究協議会・
奈良県奈良市、全国スポーツ推進委員研究協議会・岩手県盛岡市、自主事業７回（ジュニアドッジボール
１回・ニュースポーツ３回・小学生陸上教室３回）

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由 事業を継続する。

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

1,118

+3% 

Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

1,118

決算額の主な
内 訳

　社会体育施設の受付業務等に要した経費である。消耗品費では、プリンタトナー・コピー用紙
など（782,518円）、燃料費で公用車２台分のガソリン代（191,639円）、また、公用車２台およびス
ポーツトラクタに要する通常修繕費として、35,564円を支出した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比
社会体育施設
使用申請受付

件 19,759 20,824 +5% 16,530 -21% 17,000

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

部

スポーツ活動の促進

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

事 業

目 的 人
対象者
概 数

社会体育施設の円滑な予約管理

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策 ①

社会体育係
教育費 保健体育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

保健体育総務費

施策目標

1

26

係
項

予算コード

課
6

会 計

平 成
社会体育事務事業費

1
款 9

教育部

年 度

目

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

24 生涯スポーツの充実

実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2465

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件

実施結果 社会体育施設の予約受付件数　16,530件（学校教育施設以外）

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

方 向 性 の 理 由 事業を継続する。小学校プールの一般開放等を行う。

今 後 の 方 向 性

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

木津地区は、市営のプールが無く合併前から学校プール開放を行っており現
在も継続中

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

310

+3% 

Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

310

決算額の主な
内 訳

夏休み学校プール一般開放にかかるシルバー人材センターなどへの委託料（190,584円）、市民
大会や教育委員会主催事業のスポーツ傷害保険料（103,614円）の支出をした。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比
木津地区プー
ル開放利用者

人 238 251 +5% 244 -3% 252

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比

部

スポーツ活動の促進

市の例規

法律の
根 拠 法律外実施義務

事 業

目 的 人
対象者
概 数

夏休み期間に小学校のプールを一般開放する。

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策 ①

社会体育係
教育費 保健体育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

保健体育総務費

施策目標

1

26

係
項

予算コード

課
6

会 計

平 成
生涯スポーツ振興事業費

1
款 9

教育部

年 度

目

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

24 生涯スポーツの充実

実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2469

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件

実施結果 夏休みプール開放や各種市民大会を開催した

目

的

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

京田辺・精華町の体育協会がＮＰＯ法人取得。当該市町の社会体育施設運営
管理を指定管理を受けている。

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。マラソン大会として３回目となる歴史めぐりマラソンｉｎ木津川を開催し、市外か
らの参加者を受け入れる。また、観光協会ともタイアップした事業を計画する。

2,700 -54% 2,700 -    

9,556

-    

延べ補助金交
付団体会員数

人 5,514 5,875 +7% 

前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

9,556

決算額の主な
内 訳

体育協会では、市民スポーツ大会（３２回）、教室（１７回）、講習会（４回）、普通救命講習会（２回）、環境
整備（２回）を実施、スポーツ少年団では、山城ブロック交流フェスティバルへの参加や市交流会を実施し、
体育協会やスポーツ少年団の活動を支援するために２団体に補助金（5,190,000円）を交付した。また、京
都府民総合体育大会の参加に対しても体育協会へ補助金を交付（2,319,383円）。なお、平成２２年度から
は、市内各地域で開催されていた運動会を、体育協会が市民運動会として主催することとなり、体育協会
に補助金（2,046,329円）を交付した。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比

市独自上乗せ

補助金交付団
体数

団体 2 2 -    2

事 業

-    2

木津川市体育協会、木津川市スポーツ少年団補助・委託先

法律外実施義務

市の例規

法律の
根 拠

目 的 人
対象者
概 数

市民にスポーツする環境提供

年 度
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

部

予算コード 会 計

①

社会体育係
教育費 保健体育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

スポーツ活動の促進

目 1 保健体育総務費
係

項

平 成
社会体育振興事業費

1
款 9

教育部 課
6

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

24 生涯スポーツの充実

施策目標

26

事業区分

2473

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

備
考

要 件

実施結果

体育協会２２団体（１１７チーム１，５８１人）
スポーツ少年団２７団１，０８５人
府民総合体育大会参加、マラソン大会開催
地区運動会補助金　体育協会（延べ参加者８９０人）

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

備
考

要 件

実施結果
梅美台テニスコート更衣室等外壁修理や南加茂台小学校ナイター修繕、加茂プール
修繕や中央体育館ガス漏れ修理などを行い、体育施設の良好な維持管理に努めた。

目

的
実

施

方

法

事

業

の

概

要

事業区分

2477

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

総合計画

事業形態

主な取組

年 度
事 業 名

所 管

予算科目

社会教育課

24 生涯スポーツの充実

平 成
体育施設管理事業費

1
款 9

教育部

年 度

目

施策目標

2

26

係
項

予算コード

課
6

会 計

①

社会体育係
教育費 保健体育費

生涯にわたる学習機会の
充実

3

目 的 人
対象者
概 数

社会体育施設の適正な施設管理

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

対 象 者

施 策

体育施設費

法律外実施義務

部

スポーツ活動の促進

市の例規

法律の
根 拠

事 業

+9% 12

補助・委託先

市独自上乗せ

前年比
社会体育施設
数

施設 11 11 -    12

決算額の主な
内 訳

中央体育館および市民スポーツセンターの施設管理運営並びに社会体育施設（昨年１０月に木津中央地
区に城址公園が開設されテニスコート１か所とグラウンドが１か所増え、（テニスコート５か所、グラウンド７
か所となった。）清掃用具や競技種目に各種消耗品など（1,318,217円）を支出した。また、主な施設の整備
や修繕としては、南加茂台小学校グラウンドナイター照明修繕（2,111,400円）、スポーツトラクター修繕
（158,760円）、梅美台テニスコート東屋内塗装等緊急修繕（3,726,000円）、中央体育館ガス配管修繕
（969,516円）、中央体育館アリーナ研磨工事(2,991,000円)、木津グラウンド用可動式バックネット購入
（1,077,840円）などを行った。

一般財源
そ の他
（歳入）

決算額（千円）

活 動 実 績 単 位 Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２７（見込） 前年比

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

Ｈ２６

46,590 46,590

-    

社会体育施設
延べ利用者数

人 603,935 703,656 +17% 696,257 -1% 700,000 +1% 

事 業 実 施
総 計 推 進

比較参考値
（他自治体での類似事業の例など）

評価
３・１の
理由
評価
３・１の
理由

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

方 向 性 の 理 由 引き続き適切な管理を行う

今 後 の 方 向 性

コ
ス
ト

総
合
評
価

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。施設整備計画作成に向け、学校給食施設のあり方を検討す
る。学校給食の安定供給を図る。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成２６年４月給食費改定　　中学生240円→270円　　小学生210円→240円
京都府内平均　中学生285円　小学生240円（平成２６年５月１日：府学校給食
費調査）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 給食実施１９１回（最大）、給食実施人員４，２９９人（平成２６年５月１日現在）

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-    99.0 -1% 給食費徴収率 ％ 99.5 99.8 -    99.7

前年比

延べ喫食数 食 696,599 727,060 +4% 746,743 +3% 786,475 +5% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

82,429 82,429

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

調理員等雇用経費（11,796,523円）、光熱水費(12,671,963円)、保守点検及び施設管理
等委託料(5,916,300円）、配送業務委託料（1,607,320円）、調理員派遣業務委託料
(19,347,552円）、h27民間委託対応として調理器具・移動台等購入（2,116,584円）等

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件
対象者
概 数

5,000 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
給食環境の整備を進め、学校給食を生きた教材として食育の推
進を図る。

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 3 学校給食費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係

会 計 1
款 9 教育費 項 6 保健体育費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 木津学校給食センター管理運営事業費

予算科目
予算コード 2494

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。施設整備計画作成に向け、学校給食施設のあり方を検討す
る。学校給食の安定供給を図る。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成２６年４月給食費改定　　中学生230円→270円　　小学生210円→240円
京都府内平均　中学生285円　小学生240円（平成２６年５月１日：府学校給食
費調査）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 給食実施１９０回（最大）、給食実施人員９６６人（平成２６年５月１日現在）

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-    99.0 -1% 給食費徴収率 ％ 99.6 99.9 -    100

前年比

延べ喫食数 食 156,588 160,486 +2% 164,810 +3% 165,973 +1% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

17,589 17,589

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

調理員等賃金(5,146,325円）、光熱水費(4,290,214円）、保守点検委託料（928,314円）等

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件
対象者
概 数

1,000 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
給食環境の整備を進め、学校給食を生きた教材として食育の推
進を図る。

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 3 学校給食費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係

会 計 1
款 9 教育費 項 6 保健体育費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 山城学校給食センター管理運営事業費

予算科目
予算コード 2496

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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（１）【基本事項】

（２）【計画】

（３）【実施】

（４）【評価】

（５）【備考】

事 務 事 業 評 価 調 査 票 継続

方 向 性 の 理 由
事業を継続する。施設整備計画作成に向け、学校給食施設のあり方を検討す
る。学校給食の安定供給を図る。

備
考

比較参考値
（他自治体での類似事
業の例など）

平成２６年４月給食費改定　　中学生230円→270円　　小学生210円→240円
京都府内平均　中学生285円　小学生240円（平成２６年５月１日：府学校給食
費調査）

今 後 の 方 向 性

ｺ ｽ ﾄ 削 減
効 率 化
事 務 改 善

評価
３・１の
理由

実施結果 給食実施回数１８９回（最大）、給食実施人員２，９９７人（平成２６年５月１日現在）

総
合
評
価

３：良好
２：概ね通常の成果
１：事業の実施に問題

事 業 実 施
総 計 推 進

評価
３・１の
理由

-    99.0 -    給食費徴収率 ％ 98.3 99.3 +1% 99.1

前年比

延べ喫食数 食 492,169 504,834 +3% 532,447 +5% 543,624 +2% 

Ｈ２４ Ｈ２５ 前年比 Ｈ２６ 前年比 Ｈ２７（見込）

そ の他
（歳入）

一般財源

117,630 1,819 115,811

コ
ス
ト

決算額（千円）

決 算 額
（ 歳 出 ）

国 庫
（歳入）

府
（歳入）

市 債
（歳入）

決算額の主な
内 訳

調理場等床補修修繕料（10,476,000円）、光熱水費（19,500,412円）、保守点検委託料
（8,057,920円）、調理業務委託料（53,488,080円）、配送業務委託料（17,512,200円）、受
配校ｸﾗｽ増によるコンテナ等購入（2,720,142円）等

活 動 実 績 単 位

市独自上乗せ

事業形態
補助・委託先 （株）東洋食品

法律外実施義務

実

施

方

法

事業区分

法律の
根 拠

市の例規

要 件
対象者
概 数

3,000 人

事

業

の

概

要

目

的

対 象 者

目 的
給食環境の整備を進め、学校給食を生きた教材として食育の推
進を図る。

事 業

一人ひとりの子どもの可能性を
伸ばす教育の充実と地域連携

施 策 20 子どもの教育環境の充実 主な取組 ① 教育施設の整備
総合計画

基本方針 4
豊かな心を育む教育・文
化の創造

施策目標 2

目 3 学校給食費
所 管 部 教育部 課 学校教育課 係

会 計 1
款 9 教育費 項 6 保健体育費

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル

年 度 平 成 26 年 度
事 業 名 加茂学校給食センター管理運営事業費

予算科目
予算コード 3427

全市民 児童・子育て世帯 高齢者 障害者 低所得者 観光客 その他

一般 内部法定受託 義務１ 義務２ 努力義務

有 無

条例 規則 告示（要綱）・訓令（規程） 有 無

直接実施 補助 委託・指定管理 貸付

３ ２

１

３ ２

１

継続 継続（一部見直し） 拡充 縮小 終了
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Ⅳ．資料 
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教育委員会事務局

 （１）所在地　　　　京都府木津川市木津南垣外110番地9

                             Ｆ Ａ Ｘ  　（0774）73-2566

                                         社会教育課　 　 （0774）75-1233　（直通）

                                         学校教育課　　　（0774）75-1230　（直通）

学校給食センター

教 育 長 教育部 学校教育課 教 育 総 務 係

学 務 係

                                         教育施設整備室　（0774）75-1231　（直通）

                             郵便番号　　619-0286

                             電    話　　（0774）72-0501　㈹

社 会 体 育 係

 （２）組織

                                         文化財保護室　  （0774）75-1232　（直通）

文化財保護室

社会教育課 生 涯 学 習 係

学 校 教 育 係

教育施設整備室
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教育長　　　　　　　１名
教育部長　　　　　 １名
教育部理事　　　　3名
教育部次長　　　　１名

課長 課長補佐 係　名　等 係長 
教育総務係 １ 主 任 1

主 任 1
主 事 1
主 任 1
主 事 1

学校教育指導主事 嘱 託 4
英語指導助手 嘱 託 3
適応指導教室 嘱 託 1
学校安全対策指導員 嘱 託 1

主 任 2
技 師 1
主 任 1
嘱 託 6
主 査 1
嘱 託 4
主任専門員 1
嘱 託 1
教 諭 6
嘱 託 3
教 諭 4
嘱 託 2
教 諭 5
嘱 託 2

小学校１３校
中学校５校

主 査 1
主 任 2
主 事 1

    社会体育係 1 主 査 1
社会教育指導員 嘱 託 4

主 査 1
主 任 1
嘱 託 1
主 査 2
主 任 1
主任専門員 1
嘱 託 3

加茂図書館 担当係長1 嘱 託 2
山城図書館 担当係長1 嘱 託 2

山城総合文化センター
中央交流会館
西部交流会館

嘱 託 2
南加茂台公民館 嘱 託 1
瓶原公民館 嘱 託 1
当尾公民館 嘱 託 1
加茂青少年山の家 嘱 託 1
加茂プラネタリウム館 嘱 託 1
加茂青少年センター
中央体育館
市民スポーツセンター
加茂体育館
やすらぎタウン山城プール

※（　）内は兼務職員数

　  東部交流会館

加茂文化センター

職員配置（平成２６年４月１日現在）

課　名　等 係  員

　　教育施設整備室 1

    学務係 1

室長１

(1)    学校教育係

相楽幼稚園

生涯学習係

木津幼稚園 園長1

2

園長1 教頭１

高の原幼稚園

社 会 教 育 課

1
図書館 館長(1)

　　文化財保護室 室長１

山城学校給食センター

園長1 教頭１

中央図書館

学　　校　　教　　育　　課 (1) 3

加茂学校給食センター

1

1

木津学校給食センター 所長１

木津学校給食センター

1

1

教頭2
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事務分掌 

 ア 学校教育課 

 教育総務係 

 ① 教育委員会及び教育部の庶務に関すること。 

 ② 教育委員会の会議に関すること。 

 ③ 教育委員に関すること。 

 ④ 公印の保管に関すること。 

 ⑤ 教育委員会の基本的政策の企画立案及び総合調整に関すること。 

 ⑥ 公文書の保管その他文書に関すること。 

 ⑦ 表彰、叙勲及び寄付受納に関すること。 

 ⑧ 京都府教育委員会その他関係機関との連絡調整に関すること。 

 ⑨ 教育委員会の職員（府費負担教職員を除く。）の人事、給与及び福利厚生等に関すること。 

 ⑩ 教育委員会規則等の公布等に関すること。 

 ⑪ 教育委員会所掌に係る歳入歳出予算及び決算に関すること。 

 ⑫ 教育費の調査及び統計に関すること。 

 ⑬ 後援申請に関すること。 

 ⑭ 教育委員会に係る教育行政の相談に関すること。 

⑮ 公用車の管理に関すること。 

⑯ その他教育部における課に属さない事項等の処理に関すること。 

⑰ 課の庶務に関すること。 

 

 学務係 

 ① 学校の組織編成に関すること。 

 ② 通学区域に関すること。 

 ③ 児童生徒の安全に関すること。 

 ④ 学齢簿の編成及び整備に関すること。 

 ⑤ 児童生徒の就学並びに入学、転学及び退学に関すること。 

 ⑥ 児童生徒の就学猶予又は免除に関すること。 

 ⑦ 児童生徒の指定学校の変更及び区域外就学に関すること。 

 ⑧ 小学校及び中学校に係る予算・決算の執行管理に関すること。 

 ⑨ 就学時健康診断に関すること。 

 ⑩ 府費負担教職員の人事、給与等に関すること。 

 ⑪ 府費負担教職員の研修に関すること。 

 ⑫ 市立小学校及び中学校の設置及び廃止に係る事務に関すること。 

 ⑬ 所掌に係る調査及び基幹統計に関すること。 

 ⑭ 市立幼稚園の設置及び廃止に係る事務に関すること。 

 ⑮ 市立幼稚園に係る予算・決算の執行管理に関すること。 

 ⑯ 市立幼稚園の使用料に関すること。 

 ⑰ 市立幼稚園児の入退園に関すること。 

 ⑱ 市立幼稚園の通園バスの運行・管理等に関すること。 

 ⑲ 市立幼稚園の教材備品の管理に関すること。 

 ⑳ 市立・私立幼稚園の補助に関すること。 

 ○21  その他学務に関すること。 

 

141



学校教育係 

 ① 児童生徒の保健及び健康診断に関すること。 

 ② 教育課程及び学習指導に関すること。 

 ③ 人権教育、特別支援教育等に関すること。 

 ④ 人権教育等の教育関係補助金に関すること。 

 ⑤ 就学指導委員会に関すること。 

 ⑥ 教科書採択及び教科書無償給与に関すること。 

 ⑦ 市立小学校及び中学校の教材備品の管理及び取り扱いに関すること。 

 ⑧ 学校医、学校歯科医及び学校薬剤師に関すること。 

 ⑨ 外国語指導助手に関すること。 

 ⑩ 学校評議員及びスクールボランティアに関すること。 

 ⑪ 就学奨励費に関すること。 

 ⑫ 就学援助に関すること。 

 ⑬ 育英資金・高等学校奨学金に関すること。 

 ⑭ 教育相談に関すること。 

 ⑮ 児童・生徒の基礎学力向上に関すること。 

 ⑯ その他学校教育に関すること。 

 

学校給食センター 

① 学校給食センターの設置、管理及び運営に関すること。 

 ② 学校給食に関すること。 

 

教育施設整備室 

 ① 教育財産の取得管理及び処分並びに財産管理台帳に関すること。 

 ② 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設台帳に関すること。 

 ③ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設に係る調査に関すること。 

 ④ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設の建設計画に関すること。 

 ⑤ 市立幼稚園、小学校及び中学校の新設及び改修に関すること。 

 ⑥ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設の管理及び営繕に関すること。 

 ⑦ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設の用途廃止に関すること。 

 ⑧ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設の防災に関すること。 

 ⑨ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設（通学路を含む。）の環境整備に関すること。 

 ⑩ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設の備品管理に関すること。 

 ⑪ 市立幼稚園、小学校及び中学校の設備に関すること。 

 ⑫ 市立幼稚園、小学校及び中学校の使用許可に関すること。 

 ⑬ 市立幼稚園、小学校及び中学校の施設の国庫支出金及び府支出金に関すること。 

⑭ 教育委員会の所管となる施設の企画立案、設計計画等に関すること。 

⑮ 公民館、図書館、交流会館及びその他社会教育施設の新設及び大規模改修に関すること。 

⑯ 体育館・プール及びその他社会体育施設の新設及び大規模改修に関すること。 
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イ 社会教育課 

 生涯学習係 

 ① 社会教育の総合企画及び調整に関すること。 

 ② 公民館、図書館、交流会館及びその他社会教育施設の設置、管理及び運営に関すること（施設の新設

及び大規模改修を除く。）。 

 ③ 社会教育委員、公民館運営審議会及び図書館協議会に関すること。 

 ④ 社会教育活動の奨励に関すること。 

 ⑤ 青少年教育、成人教育、女性教育、高齢者教育、人権教育、障害者教育及び家庭教育に関すること。 

 ⑥ 社会教育関係団体の指導育成及び援助に関すること。 

 ⑦ 文化・芸術の振興に関すること。 

 ⑧ 国民文化祭及び平城遷都記念事業に関すること。 

 ⑨ 成人式に関すること。 

 ⑩ 学校と社会教育との連携に関すること。 

 ⑪ 社会教育に係る資料の収集・提供及び広報活動に関すること。 

 ⑫ 生涯学習の総合企画及び調整に関すること。 

 ⑬ 生涯学習関係団体との連絡調整に関すること。 

 ⑭ 教育ボランティア及び指導者の育成に関すること。 

 ⑮ 生涯学習に係る資料の収集・提供及び広報活動に関すること。 

 ⑯ 生涯学習相談に関すること。 

 ⑰ 国際交流に関すること。 

 ⑱ その他生涯学習推進に関すること。 

 ⑲ 課の庶務に関すること。 

 

 社会体育係 

 ① 体育・スポーツの総合企画及び調整に関すること。 

 ② スポーツ推進委員に関すること。 

 ③ 体育・スポーツ及びレクリエーションの奨励に関すること。 

 ④ 社会体育事業の企画立案及び運営に関すること。 

 ⑤ スポーツ指導者の育成に関すること。 

 ⑥ 社会体育関係団体の指導者育成及び援助に関すること。 

 ⑦ 体育・スポーツ及びレクリエーションに係る資料の収集・提供及び広報活動に関すること。 

 ⑧ スポーツ相談に関すること。 

 ⑨ 学校体育施設の開放事業に関すること。 

 ⑩ 体育館、プール及びその他社会体育施設の設置、管理及び運営に関すること（施設の新設及び大規模

改修を除く。）。 

 ⑪ その他社会体育に関すること。 
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 文化財保護室 

 ① 文化財関係総括に関すること。 

 ② 文化財関係計画の立案に関すること。 

 ③ 文化財の調査に関すること。 

 ④ 文化財保護審議会等に関すること。 

 ⑤ 文化財保護団体に関すること。 

 ⑥ 文化財保護関係機関との連絡調整に関すること。 

 ⑦ 講演会、研究会及び展示会等の開催に関すること。 

 ⑧ 文化財補助金に関すること。 

 ⑨ 埋蔵文化財の発掘に関すること。 

 ⑩ 埋蔵文化財の周辺整備に関すること。 

 ⑪ 歴史考古資料の収集、保存、調査、整理及び研究に関すること。 

 ⑫ 文化財関係施設に関すること。 

 ⑬ 文化財資料の利用者に対する情報提供及び指導助言に関すること。 

 ⑭ 市史編さんに関すること。 

 ⑮ その他文化財の管理調査に関すること。 
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